
予算特別委員会会議記録 
 

予算特別委員長  小川 克己   

 

１ 日 時 

   令和８年３月１１日（水） 午前１０時００分から 

                午後 ３時０７分まで 

 

２ 場 所 

   本会議場 

 

３ 出席した委員の氏名 

   志村学、御手洗吉生、桝田貢、穴見憲昭、岡野涼子、中野哲朗、宮成公一郎、 

首藤健二郎、清田哲也、今吉次郎、阿部長夫、小川克己、太田正美、後藤慎太郎、 

森誠一、大友栄二、木付親次、三浦正臣、古手川正治、麻生栄作、阿部英仁、 

御手洗朋宏、福崎智幸、吉村尚久、若山雅敏、高橋肇、木田昇、二ノ宮健治、 

守永信幸、原田孝司、玉田輝義、澤田友広、吉村哲彦、戸高賢史、猿渡久子、 

堤栄三、末宗秀雄、佐藤之則、三浦由紀  
 
４ 欠席した委員の氏名 

   井上明夫、元吉俊博、成迫健児  
 
５ 出席した執行部関係者の職・氏名 

   総務部長 若林拓、会計管理者兼会計管理局長 馬場真由美、 
議会事務局長 小石昭人、人事委員会事務局長 井下秀子、 

   労働委員会事務局長 一丸淳司、監査委員事務局長 岩尾誠二、 

   企業局長 渡辺淳一 ほか関係者 

 
６ 会議に付した事件の件名 

   別紙次第のとおり 
 
７ 会議の概要及び結果 

（１）第１号議案令和８年度大分県一般会計予算、第２号議案令和８年度大分県公債管理特別

会計予算、第１２号議案令和８年度大分県電気事業会計予算及び第１３号議案令和８年度

大分県工業用水道事業会計予算について審査を行った。 
 
８ その他必要な事項 

   な し 
 
９ 担当書記 

   議事課委員会班 主査     板井貴章 
議事課委員会班 主幹（総括） 姫野剛 
議事課委員会班 主査     坂口泰弘



予算特別委員会次第 

 

日 時：令和８年３月１１日（水）１０：００～ 

場 所：本会議場               

 

１ 開  会 

 

 

２ 歳入予算全般審査 

（１）予算説明 

（２）質疑・応答 

 

 

３ 歳出予算審査 

（１）議会事務局、人事委員会事務局、労働委員会事務局、 

監査委員事務局、会計管理局関係 

   ①質疑・応答 

（２）総務部関係 

   ①予算説明 

   ②質疑・応答 

（３）企業局関係 

   ①予算説明 

   ②質疑・応答 

 

 

４ 閉  会 
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別 紙 

会議の結果 

小川委員長 ただいまから、本日の委員会を開

きます。 
 本日は、東日本大震災の発生から１５年目を

迎えます。日程に入るに先立ち、ここに改めて、

震災により犠牲となられた方々に対し、深く哀

悼の意を表するため、黙祷をささげたいと思い

ます。 
 全員御起立をお願いします。黙祷。 
  〔黙祷〕 
小川委員長 黙祷を終わります。御着席願いま

す。 
 それでは、本日以降の委員会は、昨日の委員

会において決定した運営要領及び審査日程によ

り行います。なお、審査にあたっては、運営要

領に従い、円滑に運営できるよう御協力をお願

いします。 
 この際、付託された予算議案を一括議題とし、

これより歳入予算関係の審査に入りますが、説

明は、簡潔かつ明瞭にお願いします。 
 それでは、歳入予算関係について、執行部の

説明を求めます。 
若林総務部長 では、第１号議案令和８年度大

分県一般会計予算のうち、歳入全般について御

説明します。説明については、ＳｉｄｅＢｏｏ

ｋｓ（サイドブックス）のページ通知機能を使

いますので、お手元のタブレット画面右下に青

い通知が出ましたら、タッチをお願いいたしま

す。 
 お手元の予算特別委員会資料（歳入全般）を

御覧ください。 
この表は、歳入予算について、款別に当初予

算案等を表したものです。表頭、令和８年度当

初予算案Ａ欄の一番下、歳入合計欄でございま

すが、当初予算案は、７，３００億５，８００

万円であり、その右の令和７年度当初予算額７，

０２６億７，７００万円と比べますと、２７３

億８，１００万円の増、率で３．９％の増でご

ざいます。 
 以下、歳入予算の主な内容について、今御覧

いただいている資料及び令和８年度予算に関す

る説明書、令和８年度当初予算資料により説明

申し上げます。 
 まず、表の一番上、第１款県税については、

１，４８８億円でございまして、令和７年度と

比較すると１９億円の増、率にして１．３％の

増でございます。これは、個人県民税や地方消

費税等が増収となることによるものです。 
 詳細については、予算説明書５ページを御覧

ください。 
第１項県民税です。右肩にありますように、

４３３億１，４４９万７千円を計上しておりま

す。このうち、第１目個人については、左から

４列目の比較欄のとおり、２２億７，６９３万

６千円の増でございます。これは、給与所得等

の増加によるものであります。 
 次に、７ページの第２項事業税ですが、３４

９億３，４１２万５千円を計上しております。

このうち、第２目法人については、１４億１，

８１９万８千円の増となっておりますが、これ

は、好調な企業業績によるものであります。 
 続いて、９ページの第３項地方消費税につい

ては、４７７億３，５１３万８千円を計上して

おります。 
 このうち、第１目譲渡割は、物価高の影響等

により、４４億３，１８１万９千円の増となっ

ております。また、第２目貨物割については輸

入取引を対象とするものですが、原油価格の下

落により、１１億５，８１６万６千円の減とな

っております。 
 続いて、１３ページの第７項軽油引取税でご

ざいますが、４４億６，７６３万５千円を計上

しています。これは、当分の間税率の廃止に伴

い、４２億９３０万２千円の減となっておりま

す。 
 続いて、１４ページの第８項自動車税につい

ては、１３７億２，０５３万９千円を計上して

おります。このうち、環境性能割については１

３億３，１２７万９千円の減でございますが、
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これは、自動車税環境性能割の廃止によるもの

です。 
 歳入全般の資料にお戻りいただいて、上から

二つ目の第２款地方消費税清算金でありますが、

６９４億８，５００万円を計上しております。 
 これは、地方財政計画における全国ベースの

個人消費の動向などを踏まえまして、前年度と

比べ９８億８，７００万円、率で１６．６％の

増を見込んでおります。 
 その下の第３款地方譲与税につきましては、

２７５億８，６００万円、前年度に比べ２１億

２，６００万円の増でございます。これは、特

別法人事業譲与税が、法人事業税と同様に、好

調な企業業績に伴い増収となることによるもの

です。 
 その下の第４款地方特例交付金につきまして

は、５７億９，６００万円、前年度に比べ４９

億９，７００万円の増でございます。これは、

軽油引取税の暫定税率や自動車税環境性能割の

廃止などの影響額が、全額特例交付金で補填さ

れることによるものであります。 
 次に、第５款地方交付税については、１，９

９３億円、前年度と比べ１４０億円の増となっ

ております。これは、人件費や物価の上昇など

財政需要の増加に伴う、全国ベースの地方交付

税総額の増額を踏まえたことによるものです。 
 あわせて、表の下から２行目を御覧ください。 
 交付税が不足する際の臨時財政対策債につい

ては、令和７年度に引き続き発行を見込んでい

ません。 
 次に、地方交付税の三つ下の第８款使用料及

び手数料については、７０億３，０５５万３千

円、前年度に比べて５，８４２万９千円の増で

ございます。これは、今定例会に提案している

使用料及び手数料の額の改定などによるもので

す。 
 なお、決算特別委員会で御指摘いただいた減

免見込みについて、予算資料の６ページから減

免基準や主な事例などを記載していますので御

覧ください。 
 年間を通じて減免するものは４０９件、１億

５，０８５万２千円でございまして、その下、

大分県使用料及び手数料条例第６条第１項に基

づく、災害その他特別の事情がある者への減免

については、５件、１億２１２万２千円を予定

しております。 
 次に、７ページを御覧ください。こちらは、

条例第６条第２項に基づきます、行政財産の目

的外使用に係る減免についてであり、４０１件、

３，５４０万８千円を予定しております。 
 次に、９ページを御覧ください。 
 これらは、条例第２条第２項ただし書や、条

例附則に基づく手数料の減免についてであり、

３件、１，３３２万２千円となっています。な

お、減免の実施については、条例や基準に基づ

き、事務を所管する各所属で必要性を検討した

上で判断していることから、その詳細につきま

しては、各部局にてお答えさせていただきます。 
 恐れ入りますが、歳入全般の資料にお戻りく

ださい。 
中ほどの第９款国庫支出金でありますが、１，

０９５億４，１３２万７千円、前年度に比べて

５５億８，４０３万円の増となっております。

これは、その下に記載しております重点支援地

方交付金が６９億７，７０４万８千円と、前年

度に比べ４２億３，０８２万３千円増加したこ

とが主な要因でございます。 
 次に、第２項基金繰入金ですが、２９８億３，

５２２万９千円と、前年度に比べ２４億４，３

４６万２千円の減でございます。 
 主なものにつきまして、予算説明書の２３ペ

ージをお願いいたします。 
 第２項基金繰入金、第１目財政調整基金繰入

金の３０億円と、第２目減債基金繰入金８４億

７，６３９万６千円のうち、６０億円が、いわ

ゆる財政調整用基金の取崩しであり、前年度と

同額の９０億円としております。なお、減債基

金繰入金の残り２４億７，６３９万６千円は、

国から前年度までに交付されました臨時財政対

策債償還基金費分を取り崩すためのものです。 
 また、第５目退職手当基金繰入金については、

１２億円の皆増であります。これは、職員の定

年引き上げに伴い確保している財源を隔年で繰

り入れることによるものであります。 
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 続いて、８７ページをお願いいたします。 
 第２４目公立学校情報機器整備基金繰入金に

ついては、２４億６，７３３万円の減となって

います。これは、小中学校等の１人１台端末の

更新台数が減少することによるものであります。 
 再度、歳入全般の資料にお戻りをお願いしま

す。 
最後に、第１５款県債ですが、５９８億９，

３００万円と、前年度と比べ５１億５，６００

万円の減であります。これは、防災ヘリコプタ

ーの更新や別府総合庁舎の完成などに伴いまし

て発行額が減少することによるものです。 
 以上で、令和８年度当初予算案の歳入全般に

ついての説明を終わります。 
 詳細につきましては、御質疑をいただき、私

もしくは関係課長からお答えしますので、よろ

しくお願いいたします。 
小川委員長 以上で、説明は終わりました。 
 この際、委員の皆さんに申し上げます。 
 これより質疑に入りますが、本委員会での質

疑は、事前に通告のあった委員を優先して指名

します。発言は、私から指名を受けた後、自席

で起立し、発言願います。発言の際は、マイク

を立てて行ってください。 
 質疑は、付託された予算議案に対する内容に

とどめるとともに、説明資料名、ページ及び事

業名等を明らかにしてください。質疑は一人一

括問答方式となっており、関連質疑も含め一人

５分以内、再質疑は２回までとなっていますの

で、要点を簡潔にお願いします。 
 なお、関連質疑は、関連した内容にとどめ、

関連以外の質疑にわたらないようにお願いしま

す。質疑に対する執行部の回答が要領を得ない

場合や、執行部からの質疑内容の確認に対する

委員等の回答については再質疑とみなしません

ので、御了承願います。 
 また、執行部に対し、資料の要求等がある場

合は質疑と併せて要求していただくようお願い

いたします。 
 執行部の皆さんに申し上げます。答弁は挙手

し、私から指名を受けた後、自席で起立の上、

マイクを立てて、簡潔・明瞭に答弁願います。 

 事前の通告者が３名おります。それでは順次、

指名してまいります。 
堤委員 どうもおはようございます。 

 早速、先日、財政収支の見通し等が出されま

したけれども、今回の見通しの中で、県税収入

は、政府の成長実現ケースをそのまま利用して

おります。実質成長率はかなり厳しい状況とな

りますけれども、ちょっとあまりにも甘い数字、

成長率ではないかと。その認識はどうかが一つ。 

 また、人口統計でも将来の人口が減少する中

で、社会保障の伸びは、さらなる少子化、高齢

化の進行で増大するのは当然のことだが、今回

の社会保障費の伸びの推計は、現実に対応でき

る水準と考えているのか。 

 次に、飲食料品の２年間消費税ゼロ％、今、

国会で審議されておりますけれども、仮にこれ

が実施された場合、大分県の消費税、税収等に

とってどのような影響が出るのか。 

 また、その減収についての補填は、今、国と

してどう考えているのかについてお聞きします。 

小野財政課長 私からは、今後の財政収支見通

しについて、２点の質疑にお答えさせていただ

きます。 

 財政収支見通しですけれども、令和８年度の

当初予算案をベースに、国の中長期の経済財政

に関する試算、これは令和８年の１月に内閣府

が公表したものでございますが、これに示した

経済成長率などを参考に、現行の制度を前提と

して、機械的に試算したものでございます。国

の中長期の経済財政に関する試算では、足元の

平均並みで推移する過去投影ケース、それから、

過去４０年の平均程度となる成長移行ケース、

それから、デフレ状況に入るまでの期間の平均

程度の伸びとなる高成長実現ケースの三つの成

長シナリオが示されております。直近の内閣府

の月例経済報告では、足元の景気について、米

国の通商政策による影響が残るものの、緩やか

に回復しているという基調判断を維持している

ことから、国が目指す経済成長の姿を本県にお

いても反映することといたしまして、成長移行

ケースの名目成長率を、昨年度も同様ですけれ

ども、同じように採用したところでございます。 
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 ただ、不安定な海外情勢などございますので、

それが景気を下押しするリスクには十分留意を

する必要があると考えておりまして、国の対応

を含めて、今後の状況はしっかり注視をしてい

きたいというふうに考えております。 

 それから、２点目ですが、社会保障費の伸び

の推計が現実に対応できる水準であるかという

ことについてでございます。 

 社会保障関係費につきましては、過去の伸び

率を参考に、後期高齢者人口の伸びですとか、

今年の６月の診療報酬等の引上げを反映した結

果、令和８年度の９５５億円から令和１２年度

には８９億円増加いたしまして、１，０４４億

円になると見込んでおります。こうした財政需

要の伸びは、骨太の方針で示されております一

般財源総額の同水準確保が、今時点では、令和

９年度までは一応そういうお約束をしていただ

いているところですが、令和１０年度以降も継

続されれば、令和８年度の当初予算案と同様に、

一定程度カバーできると考えているところでご

ざいます。このため、引き続き国に対して、一

般財源総額の確保、充実を要望していきたいと

いうふうに考えております。 

 他方、社会保障制度の持続可能性にもやはり

気を留めていく必要があると考えておりまして、

社会保障費は、今後も当面、増加が見込まれま

すが、令和８年度の地方財政計画では、全体的

にプラス５％伸びるということでありましたけ

れども、本県では、高齢者の通いの場の取組等

もありまして、プラス１．６％の伸びにとどめ

ることができております。引き続き、健康アプ

リのあるとっくを活用した特定健診等の受診キ

ャンペーンですとか、通いの場への参加促進な

ど、健康寿命を促進、延伸させるような取組を

推進していくことも大事だというふうに考えて

おります。 

岩男税務課長 私からは、食料品の２年間の消

費税ゼロ％が実施された場合の税収の影響と、

それから減収分の補填についてお答えいたしま

す。 

 飲食料品の２年間の消費税ゼロ％が実施され

た場合、国、地方合わせて約５兆円の減収が見

込まれており、地方財政にも大きな影響がある

と考えております。本県への影響額を明確に算

出することは困難ではございますが、さきほど

の５兆円の減収額、こちらを基に機械的に試算

いたしますと、影響額は約１０１億円程度と見

込まれます。地方消費税は、社会保障財源とし

ても位置付けられておりまして、減収影響も大

きいことから、地方財政に影響を及ぼさないよ

う、国において補填措置について議論されるべ

きというふうに考えております。 

 現在、社会保障国民会議で議論が始まったと

ころでありまして、今後、財源の在り方など、

検討されるものと認識しておりますので、その

議論の動向を注視してまいりたいと考えており

ます。 

堤委員 一つ、消費税の減税の問題について、

たばこ税だとか又は法人税の一部は、これ、引

上げされますよね。そういうこととの関連性と

いうか、消費税がゼロ％になった場合、食料品、

そういうのは大分県にとって影響があるのかど

うかということを再度聞きます。 

 もう一つの財政の見通しについて、これを出

すなとは言いませんけれども、５年間どういう

財政状況で推移するかというのは、見える化と

いうのはやっぱり大事だと思うんですけど、た

だ、これをどういう形で県民に知らせていくの

かというところが、これ、出すだけであって、

なかなか県民の皆さん、こういうのを見て、大

分県の財政がこうなっているんだというところ

の認識は、なかなか取れないと思うんですよ。

そういう点で、これを出すことの意味、県民に

対する周知というか、そういうのはどういうふ

うに県として考えているのかなといつも思うん

だけれども、それについて、再度聞きます。そ

の２点。 

岩男税務課長 その他の税目、たばこ税等の増

収分についての影響ということですけれども、

たばこ税の方については、今で言いますと、課

税本数がもう既にだいぶ下がってきているとい

うところからすると、増収の影響はなかなか大

きくはないのかなと思っております。それから、

法人については、今回、租税特別措置の変更等
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がありますので、こうしたものが、やはり税収

としては大きく、また上振れの要素もあろうか

というふうに感じております。 

小野財政課長 財政収支見通しを出すことの意

義についてということでございます。 

 県側の考え方といたしましては、やはりちょ

っと中期的な視野を持って財政運営、健全にや

っていくということが大事だということで、堤

委員がおっしゃられたように、見える化をして

いるということでございます。 

今、収支不足が少しずつ拡大していくという

ような状況を県民の方にもお知らせして、ただ、

スクラップ・アンド・ビルドとか、歳入の確保

とかをやることによって、安心・元気・未来創

造ビジョン２０２４の推進がしっかりできてい

くように取り組んでいく姿勢についても御理解

いただくよう、公表しているところでございま

す。 

猿渡委員 歳入全般のところにありますけれど

も、この議会に提案されております使用料及び

手数料の改定についてです。低所得者等への配

慮、減免規定などは大事と思っていますけれど

も、県民の負担増になる金額について、質疑し

たいと思います。 

 さきほど部長の説明の中で、第８款使用料及

び手数料の増減額５，８４２万９千円が改定な

どによるものという説明があったんですけれど

も、その改定による影響額を教えてください。 

小野財政課長 改定案の影響額についてでござ

いますが、８年度の申請件数を、これまでの過

去の平均値等で推計して、単価の上昇分を反映

させた場合、一般会計の方で５，９００万９千

円、併せて港湾の使用料も改定案も提案してお

りますけれども、こちらの港湾施設整備事業特

別会計の方で１，７８３万１千円、合わせて７，

６８４万円の増額を見込んでおります。 

猿渡委員 合わせて７，６８４万ということで、

ここにある５，８４２万９千円よりもかなり大

きいんですけれども、その差というのは何なん

でしょうか。 

小野財政課長 一般会計の方が５，９００万円

の増ということになっておりますが、これは、

この増収の分とは別に他の、例えば手数料で言

いますと、自動車運転免許関係手数料、免許の

更新の経費ですけれども、こちらについては、

更新者数について谷と山があり、今回は谷の方

になるということで、３，３００万ほど減にな

ったりとかというような要素と、プラス・マイ

ナスがあった上で５，９００万。残りは、さき

ほど答弁させていただきましたけれども、港湾

施設整備事業特別会計の方で１，７８３万円と

いうことになっております。 

猿渡委員 ありがとうございます。 

 今、非常に物価高で、賃金はその物価高にな

かなか追いついてないという状況の中で、やは

り県民の負担増になる使用料、手数料の値上げ

については行うべきではない。必要経費等が上

がっているのはよく分かるんですけれども、そ

の分については、県が負担して、手数料の値上

げは行わないようにするべきだというふうに考

えております。 

麻生委員 冒頭、質疑の前に１点申し上げたい

と思います。昨年の予算特別委員会、そして、

決算特別委員会で、使用料及び手数料について、

見える化してほしいという指摘をさせていただ

きましたが、今回、しっかりと見える化に取り

組んでいただきましたことを、まず改善の第一

歩だということで、評価させていただきます。

引き続き、受益者負担の公平性の観点から、さ

らに見直すべきは見直していただきますように

要望しておきたいと思います。 

 それでは、質疑に入りますが、国の責任ある

積極財政ということを受けて、県の方でも、財

政運営においては、国庫支出金の積極的な活用

を表明されまして、将来への投資をしっかり推

進するというような答弁も知事よりいただいて

おります。しかし、行政の実務レベルでの受入

れ実態がどうなっているのかなということが気

になっておりますので、それについてお伺いし

ます。 

 歳入、第９款国庫支出金のうち、重点支援交

付金、重点支援地方交付金の対前年が１５４．

１％の伸びになっておりますけれども、国庫支

出金については、負担金、補助金、そして委託
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金に分類されるわけでありますが、特にこの補

助金という部分が今回のポイントになってくる

のかなと思っております。それで、一応それぞ

れの内訳及び対前年の増減はどうなっているの

か、また、その中で、これまではデジタル田園

都市国家構想交付金が改称されました地域未来

交付金について、国は令和８年度予算で１，６

００億円を計上する見通しだというふうに伺っ

ておりますが、こういった部分についての受入

れがどのようになっているのか、具体的にちょ

っと説明いただければと思います。 

小野財政課長 国庫支出金の内訳についてでご

ざいます。 

 予算説明書の４３ページの方を御覧いただき

たいと思いますけれども、一番下の計欄にあり

ますが、まず国庫負担金、こちらについては、

対前年１３億４，３４２万７千円増額の２９０

億８，９９０万８千円となっております。これ

は、教職員の処遇改善に伴う義務教育費負担金

が６億６，６３８万２千円増えたこと、また、

高校の授業料の無償化に伴いまして、高等学校

等就学支援金負担金が５億７４７万円増加した

ことなどに伴って増額するものであります。 

 次に、６７ページの一番下を御覧ください。 

国庫補助金は、対前年５５億２，８８９万９

千円増の７９０億６，４５３万２千円となって

おります。これは、麻生委員から今御指摘があ

りましたけれども、重点支援交付金が４２億３，

０８２万３千円増加したこと、それから、小学

校の給食無償化に伴いまして、給食費負担軽減

交付金というのが創設されまして、１３億７，

８２８万１千円増加したというようなことによ

るものでございます。 

 また、７１ページを御覧ください。 

一番下の計欄にございますけれども、委託金

は、対前年１２億８，８２９万６千円減少して

おりまして、トータル１３億８，６８８万７千

円となっております。これは、令和７年度に実

施された参議院議員選挙の委託費が７億３，４

９６万５千円皆減したこと、また、国勢調査が

終了したことに伴いまして、統計関係委託費が

５億４，５４７万７千円減少することなどに伴

って減少したものとなっております。 

 地域未来交付金についてでございます。地域

未来交付金は、国が令和７年度は、新しい地方

経済・生活環境創生交付金ということで設けて

おりましたけれども、その後継といたしまして、

地方の暮らしの安定を実現し、強い経済を構築

するために創設しておりまして、令和８年度予

算案に、麻生委員が言及されましたけれども、

１，６００億円計上されているものです。 

各自治体が、まち・ひと・しごと創生総合戦

略に基づいて、実施計画を策定した上で国に申

請し、採択を受けることで交付金が交付される

という仕組みになっております。 

大分県においては、この交付金についても積

極的に活用する方針でありまして、令和７年度

については、五つの新しい計画を策定して、交

付額は１１８事業に充当しておりまして、２０

億９千万円ということで、九州では、長崎県と

並び、トップクラスの金額で活用しております。

令和８年度ですけれども、実は国の予算額は前

身の交付金のときは全体で２千億円でしたので、

１，６００億円に減額されておりますが、新規

の実施計画を新たに５本追加しまして、令和７

年度の交付額と同程度の１２０事業に活用して、

１９億６千万円を、今、予算の中に計上してい

るという状況です。令和７年度は、４月９日に

内示をいただいておりますが、令和８年度につ

いては、今、国の方が予算案の審議中というこ

とですので、その後になってくると思います。 

麻生委員 ありがとうございます。財政力の弱

い本県としては、国が責任ある積極財政という

表明をしている中で、さらに呼び込んで、しっ

かりと各種事業、ビジョンを示しながら事業を

進めていくことが必要かと思います。これ、事

業をいろいろ個別で見てみますと、ソフト事業

や拠点整備事業でも上限が都道府県では１５億

円までとか、あるいは、インフラ整備事業に関

しても、都道府県が５０億円で、単年度目安が

１０億円だとかいう部分になっており、ちょっ

と我々が期待していたものと比べると、幾分な

りともあった方が助かるのは助かるんだけれど

も、本来の大分県が未来を切り開いていくため
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の事業にはちょっと弱いという気もしておりま

して、こういった部分については、国への政策

提言の中で、もうちょっと見直しするとか、従

来の２千億円が、補助金の見直しを含めて、１，

６００億円に現実は下がっているという部分を

考えると、さきほど説明いただいたように、多

くの事業にうまく活用しているといえば活用さ

れているんでしょうけれども、集中的に、これ

によって未来が切り開ける事業になっているか

というと、ちょっと疑問符を付けざるを得ない

内容かなと思っております。 

 若林部長、是非国へ政策提言を含めて、これ

は申請して採択という形になっているけれども、

使い勝手のいい形、あるいは額についても、や

っぱり国内投資を呼び込む、もっと強いものに

変えていく必要があろうかと思います。 

 そのことを国に対する提言内容の中に是非盛

り込んで、研究して、財政力の弱い本県として、

未来を希望に切り開けるような形にするために

は、なくてはならない交付金という気もしてお

りますんで、是非よろしくお願いしたいと思い

ます。これはもう要望にとどめておきます。 

小川委員長 以上で事前通告者の質疑を終了し

ました。 

 ほかに御質疑のある方は挙手をお願いします。 

志村委員 県のたばこ税についてお尋ねしたい

と思っております。 

 今年は、約１３億７千万円ということであり

ますが、市町村を入れますと約１００億円弱と

いう、大変貴重な財源でございます。昨年来、

総務省通達で、このたばこ税については、分煙

社会を作るための予算として有効活用してほし

いということが通達で来ているはずであります

が、これをどう捉えておりますか。御見解をい

ただきたいと思います。 

岩男税務課長 たばこ税の分煙関係の活用方法

ということでお伺いしております。お答えさせ

ていただきます。 

 総務省からも、このたばこ税については、や

はり環境整備に活用するようにということで、

通知もいただいております。 

 これを基に、我々、税務部局の方も、関係各

課の方にまずはしっかり伝えて、活用が必要で

あるところ、土木建築部とか生活環境部とかに

なりますけれども、そういったところにもこの

件について伝えておりまして、その辺の環境整

備をお願いする形を取っております。 

 加えまして、多くは市町村で行うことが重要

ということもありますので、市町村についても、

それぞれこの通知について連絡をさせていただ

いて、できるだけこれで活用いただくようにお

願いしている状況でございます。 

志村委員 昨年は、県内の各警察署に喫煙所を

造ったという、このことについては、我が党の

森議員が常任委員会の方で御提案申し上げて実

現したというふうなこともございますが、具体

的に、このように一つ一つ目標を決めて、ある

一定程度、例えば１割だとか、２割だとか、そ

の分については分煙社会に対応する使い方をし

なさいというふうな、しなさいと言っては語弊

がありますけれども、県が自らすることによっ

て、市町村も貴重な財源をそれに充てるという

ことを具体的に進めていかないと、このたばこ

税という本来の目的が分煙社会ということであ

りますから、そこをもう少し徹底するべきだな

というふうに、本当に今実感として持っており

ますので、もう少しきちっとした使い方を県と

して市町村と一緒になってどうするかというこ

とを決めてほしいと思っております。見解をお

聞きいたします。 

岩男税務課長 お答えいたします。やはりそれ

ぞれでできることをやっていく、分煙環境の整

備、こういったものは県庁内でもしっかり検討

する必要があると思っておりますので、健康増

進法の趣旨等も踏まえて、分煙整備については

関係各課にしっかり伝えていきたいと思ってお

りますし、やはり市町村においても、駅前であ

るとか、商店街とか、そういった場所における、

公共、あるいは民間の屋内外の分煙設備、こう

いったところも必要ですので、その辺もしっか

り訴えていきたいと思います。 

志村委員 よく分かりました。 

 それでは、令和８年度については、どのよう

なことをやったか、県、市町村、全て取りまと
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めて、来年度末には御報告いただきたいと思っ

ております。よろしゅうございましょうか。お

返事いただきたいと思います。 

岩男税務課長 １年間かけて、また取りまとめ

をして、御報告させていただこうと思います。 

小川委員長 ほかに御質疑はございませんか。 
  〔「なし」と言う者あり〕 

小川委員長 ほかに質疑もないようですので、

これをもって歳入予算関係に対する質疑を終わ

ります。なお、執行部が入れ替わりますので、

しばらくお待ちください。 
   

〔総務部退室、議会事務局、人事委員会事

務局、労働委員会事務局、監査委員事務局及び

会計管理局入室〕 

 

小川委員長 これより、議会事務局、人事委員

会事務局、労働委員会事務局、監査委員事務局

及び会計管理局関係予算の審査に入ります。 
 なお、これらの事務局関係予算については、

説明を省略し、直ちに質疑に入ります。 
 執行部の皆さんに申し上げます。答弁は挙手

し、私から指名を受けた後、自席で起立の上、

マイクを立てて、簡潔・明瞭に答弁願います。  
 それでは、これより質疑に入ります。事前の

通告者が３名おります。 
 なお、通告順位３番については、質疑通告を

取り下げられましたので、欠番としております。 
 それでは順次、指名してまいります。 
堤委員 どうも、おはようございます。 

 用度管財課の県庁舎の本館及び別館等の清掃

委託業務について、最低賃金が１月から上がり

ました。清掃業務に当たる方々の待遇について、

引下げ等になっていないかなど、管理をされて

いるんでしょうか。問います。 

伊達会計管理局用度管財課長 お答えいたしま

す。庁舎の清掃業務委託契約書では、受託者に

対しまして、最低賃金法ほかの労働関係法令の

遵守を義務付けております。また、仕様書にお

いて、受託者は、県から雇用関係や賃金支払い

状況が確認できる書類の提出、若しくは提示を

求められたときは応じることと規定しており、

さらに、最低賃金法違反など、労働関係法令違

反を覚知した場合の対応についてのマニュアル

も定めているところです。 

従業員から相談や苦情を受けた場合には、マ

ニュアルに沿って、受託者への聞き取りや、仕

様書に基づき賃金台帳などの労務管理上の書類

を確認し、違反があれば改善を求めるとともに、

必要に応じまして、労働基準監督署などの関係

機関との連携を講じていくこととなります。 

 なお、令和７年１０月に県が発注する業務委

託契約に賃金スライド制度が導入されたところ

ですが、今年度の最低賃金改定時の１月には、

受託者に対しまして、最低賃金の改定と賃金ス

ライド制度の活用につきまして、書面と電話で

案内を行っております。 

今後も、受託者への周知に努めてまいります。 

堤委員 そういう現場で働いている方々の賃金

が最低賃金に張り付くような金額じゃ、どうに

もならんと思うんだけれども、それ以上になる

ような、確かに民間との契約の中で、最低賃金

以上という契約をしているんだけれども、そう

いうふうなところも含めて、県としてやっぱり

管理をするべきじゃないのかな。直接、そうい

う業務を委託している業者でもありますから。

そういう待遇等について、県として、契約書上

の状況を確認しているのかどうかが一つ。 

それと、相談、苦情等があったらという話で

すけれども、これはこの１年の間で、そういう

ふうな相談があったのかを再度聞きます。 

伊達会計管理局用度管財課長 お答えいたしま

す。まず、現行の契約では、最低賃金改定時な

どに従業員の賃金単価の確認を行う仕様とはな

っておりませんが、今回導入されました賃金ス

ライド制度の運用もありまして、今後行う契約

については、検討しているところでございます。 

 また、相談なんですけれども、今年度１件相

談がありまして、さきほど御説明したような手

順で対応したところでございます。（「はい、

わかりました」と言う者あり） 

福崎委員 ありがとうございます。 

 まずは、会計管理局に質疑したいと思います。 

予算概要書の７ページ、管理車維持事業費に
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ついてです。 

 これは、知事部局、教育庁が所管する車両の

任意保険とか、電動車の導入及び本庁舎の集中

管理車の維持管理に関する経費として約１億６，

９００万円が計上されておりますが、令和８年

度の電動車の導入の内容ですね。それと、これ

まで導入した電動車の活用状況についてお尋ね

したいと思います。 

 それから、続きまして、人事委員会について

お尋ねしたいと思います。 

予算概要書の５ページ、公務情報・魅力発信

力強化事業でございます。 

 これは、多様化、高度化する県民ニーズに対

応できる人材を確保するため、デジタルマーケ

ティングを活用した採用試験等の公務情報や県

職員の魅力の発信を強化する事業ということで

すが、潜在層への公務情報の発信強化に要する

経費３１２万５千円、顕在層及び若手職員への

魅力発信の強化に要する経費６２４万７千円と

いうことなんですが、これまでの取組と成果並

びに、今回の予算で潜在層への情報発信強化及

び顕在層への魅力発信強化として、どのような

取組を考えているのか、お尋ねしたいと思いま

す。 

伊達会計管理局用度管財課長 私の方からは、

電動車の導入状況等についてお答えいたします。 

 県では、脱炭素社会の実現に向け、第５期大

分県地球温暖化対策実行計画におきまして、運

輸部門等の削減目標を設定しているところでご

ざいまして、令和４年度以降、公用車を新たに

導入・更新する際には、代替可能な電動車がな

い場合を除き、原則として電動車を導入する方

針としております。令和８年度の電動車導入の

内容でございますが、知事部局が３８台、教育

庁１台、警察本部１３台の合計５２台を購入す

る予定でございまして、全てハイブリッド車と

なっております。このうち用度管財課の予算で

は、知事部局３８台のうちの２６台分と教育庁

１台、警察本部１３台の合計４０台の電動車購

入に係る費用、約１億２，３００万円を計上し

ております。前年度比では約４，３００万円の

増額となっておりますが、これは、更新台数が

４台増加したことや、更新の内訳としまして、

貨物車に比べまして単価の高い乗用車や警察の

特殊車両の増加によるものでございます。 

 なお、知事部局の残り１２台の購入に係る費

用は、農林水産部及び土木建築部が予算計上し

ております。 

 次に、電動車の活用状況ですが、ハイブリッ

ド車を中心に、これまで２７０台導入しており

まして、車種は、主に乗用車と小型貨物タイプ

となっておりますが、ガソリン車の同等車種か

らの更新であり、県の機関や市町村、現場への

移動等、更新前のガソリン車と同様に活用され

ております。 

吉雄人事委員会事務局公務員課長 公務情報・

魅力発信力強化事業費についてお答えいたしま

す。 

 人事委員会事務局では、広報誌や採用説明会、

学校訪問に加え、ホームページやＳＮＳなど、

多様な手法で周知を図っております。これまで

は、主に公務員に興味・関心を持つ顕在層に向

けて情報発信を行ってきましたが、受験者を増

やしていくためには、民間企業で働く、あるい

は志望する潜在層を含め、広くアプローチして

いく必要があると分析いたしました。 

そこで、今年度の社会人経験者試験において、

広報広聴課の予算を活用し、デジタルでの広告

を実施した結果、受験申込者数が昨年度の５９

４人から９０３人に増加するなど、一定の成果

が見られたところです。この事例を踏まえまし

て、今回、新規に予算を要求し、デジタルマー

ケティングを活用した情報発信の強化を図るも

のです。 

 まず、潜在層に対しては、ＷｅｂやＳＮＳへ

の広告掲載により、民間企業を志望している人

や、社会人でも受けやすい試験等の情報を発信

し、認知の拡大、興味、関心のきっかけづくり

に取り組みます。また、顕在層に対しましては、

県職員のやりがいや仕事の魅力を伝える動画を

作成し、ＳＮＳでの発信等により、これまで以

上に大分県庁で働きたいという意欲喚起に取り

組んでまいります。 

中野委員 それでは、会計管理局に質疑をさせ
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ていただきます。 

予算概要の５ページ、事業概要欄の三つ目の

手数料について質疑いたします。 

 予算資料から、この分の当初予算額の推移を

調べると、令和５年度が３８７万円、令和６年

度が２，４１１万円、令和７年度が６，８４７

万円と、大きく増加していたことが分かりまし

た。なお、今回提案されております令和８年度

の当初予算額は５，７２０万円でありまして、

前年度よりも１，１２７万円の減少ではござい

ますが、令和５年度と比較した場合、１４倍以

上の伸びとなっております。短期間で大幅な増

加となっている要因を、まず伺います。また、

振込等の件数の推移を伺います。 

 あわせて、事業概要欄に記載のあります金融

機関窓口収納、口座振込、データ伝送、キャッ

シュレス決済等手数料について、それぞれの予

算額と令和７年度当初予算額との比較について

お尋ねいたします。 

 さらに１点、手数料は件数が増えるほど財政

負担に影響が出ると考えますが、振込方法の工

夫や経費削減の取組など、手数料の抑制につい

て取り組んでいることがあれば、お示しくださ

い。 

佐藤会計管理局会計課長 お答えいたします。 

 まず、手数料に係る予算増加の主な要因でご

ざいますけれども、令和６年の１０月から、従

来は無料であった公金の振込に手数料がかかる

ようになったことによるものでございます。具

体的には、指定金融機関、大分銀行から公金振

込事務の手数料有料化の申入れがございまして、

また、同時期に、総務省からも公金の支払いや

収納事務について適正な経費負担となるよう要

請があったことから、他県の状況等も考慮いた

しまして、最終的には、振込１件について、税

込みで５５円を支払うこととしたものでござい

ます。また、指定金融機関以外への振込につい

ては、同時期ですね、令和６年の１０月から適

用が開始された銀行間手数料である内国為替制

度運営費相当分６８．２円でございますが、こ

れを加算しまして、１件当たり税込みで１２３．

２円の振込手数料を負担することとしました。

その結果としまして、手数料に係る予算が増加

したものでございます。 

 振込件数の推移についてですが、振込手数料

が有料化された令和６年１０月から令和７年３

月、この半年間でございますけれども、２０万

２，６７９件、それから令和７年度、これは通

年になりますけれども、この３月末までの見込

みとなりますけれども、３７万８千件、令和８

年度も同程度の件数を見込んでおります。 

 続いて、手数料の内訳にあります窓口収納手

数料等の金額についてでございます。 

 まず、金融機関窓口収納手数料については、

令和８年度が１４３万円に対しまして、令和７

年度は１８３万円、４０万円ほど減少しており

ます。それから、口座振込手数料については、

令和８年度が３，２７３万円、これに対して、

令和７年度の予算計上は６，０１０万円でござ

います。２，７３０万円ほど減額しております。

それから、データ伝送手数料と、その次のキャ

ッシュレス決済手数料については、令和７年度

とあまり大差はございませんで、令和８年度の

予算計上額としては、データ伝送手数料は２１

２万円、それから、キャッシュレス決済の手数

料については１，６６３万円を計上させていた

だいております。 

 最後に、振込手数料抑制に係る取組について

でございます。 

 これについては、同一振込先の振込を合算し

て行うことや、消耗品発注システムというのを

導入しておりまして、１０万円未満の消耗品取

引については、債権者ごとに、各所属で振込を

していたわけなんですけれども、それをこの消

耗品発注システムというのを活用しまして、月

に３回ですけれども、合算して振込する形を取

っております。 

それから、今年の１月からですけれども、県

内旅費に係る支給を、これまで月に２回やって

おったんですけれども、これを１回にするとい

う変更をしまして、振込件数の削減に取り組ん

でおるところでございます。 

中野委員 この質疑ですけれども、ちょっとお

世話になっている経営者の方からの話がヒント
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となって、させていただきました。 

 要因については、しっかり十分理解できたと

ころでございますが、県としましても、経費の

状況をしっかり把握しながら、事務の効率化、

あるいは支払方法の工夫などを通じまして、引

き続き適正な経費管理に努めていただきますよ

うにお願いして、質疑を終わります。 

小川委員長 以上で事前通告者の質疑を終了し

ました。 

 ほかに御質疑のある方は挙手をお願いします。 

末宗委員 私、議員で議会事務局に質疑するの、

ちょっと気持ちがいろいろあるんですけれども、

それをあえて言わせていただきたい。 

この議会で、特に本会議で議長と副議長が交

互に替わる事例が多く見られる。それが通例化

しているわけですけどね。それを私が調べた限

りじゃあ、まず、その理由として、体調不良、

それから、利害関係のある議案審議、その他や

むを得ない事情というふうにあります。 

その三つのどれにも当てはまらなくて、議長

と副議長が交互に替わる。そういうあり得ない

ことが起こっている。長い間やっているわけだ

けど、それに対して、議会事務局が当たり前の

ことが当たり前に言い切らない。 

これを、私、どうしてかなということで、Ａ

Ｉで調べた。そしたら五つ出た。まず一つは、

前例主義、それから、縦割り制度、人事異動が

頻繁、失敗への強い批判、それから、民間との

感覚のずれ、利益の競争性、そういうものがな

くて、役人が当たり前のことを当たり前と言え

ないというふうに、役人がゆがめて行政をやっ

ている理由として挙げておりました。 

 そういうことを考えると、民主主義、どんな

ふうにやってきたんか。ギリシャ、ローマ時代

から始まって、やってきたわけだけど。近代民

主主義は、フランスのモンテスキューの三権分

立、立法、行政、司法の分立を始めながら、民

主主義を始めたわけだけど、その中で、法の精

神という著書があって、それをまねたのが、要

するにフランスのルソー、また、アメリカの大

統領、トーマス・ジェファーソン、たしか３代

だったと思うけど。それから、リンカーン。 

そこら辺りがそういうものを学んで、民主主

義を始めたわけだけど、そういうものが今、プ

ーチンのウクライナ侵略、そういうものを見た

ときに、やっぱり強いものに巻かれろというか、

長いものにはなかなか勝ちにくいという人間の

弱さ、理性よりも、もうとにかく弱さが際立ち

始めているような事情がうかがわれます。 

 それに対して、議会事務局が本当に自分たち

もそういう理性よりも、やっぱりそういう自分

の利益、本能でそういうものに動かされている

ような状況が考えられるときに、それを改めよ

うという意識、見解、また、レベルの低下に対

して、レベルを向上しようという気持ちがある

のかどうかをお伺いしたい。 

小石議会事務局長 末宗委員の質疑にお答えし

ます。 

 ちょっと幅広い質疑で、答えにくいところも

ありますけれども、議長を交代して、副議長登

壇の件ということで、お答えさせていただきた

いと思います。 

 まず、冒頭、末宗委員におかれましては、議

会や事務局の運営について、このように気にか

けてくださり、ありがとうございます。我々、

ややもすると、先例主義に陥りがちで、前やっ

ていたからとか、そういう形が多いわけですけ

れども、そこを、基本的な御質疑をいただいて、

一旦、我々、立ち止まって、その根拠を考える

いい機会になったというふうに思っています。

ありがとうございます。 

 本題でありますけれども、副議長の登壇に関

する地方自治法上の解釈については、弁護士の

見解、それから、全国都道府県議会議長会を通

じて総務省にも見解を聞いております。その上

で、副議長が交代しているということについて

は、問題がないと、法律に沿った運用であると

いう見解をいただいております。 

末宗委員 大体予想した回答でございました。 

 そういうふうに思っていたんですけど、だけ

ど、この民主主義を発展させてやっていく上で、

そういう最高裁判例じゃない、今、局長がおっ

しゃったのは、最高裁判例じゃないと、こうい

う前例にはならない。弁護士はいろんな人種が
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いるから、解釈はどうにでもなる。 

さきほど僕が議長の替わる理由も述べたんだ

けど、それにも該当しない。そういう中で行わ

れているんだけど、一歩でも大分県議会が前進

して、レベルをずっと上げようじゃないか、そ

ういうのが私の趣旨でありますので、議会事務

局も、もうちっと真摯に考えて、自分がかわい

いのは分かるけど、もう少し大分県のために尽

くそうという気持ちも出していただきたいとい

うのを申し述べまして、質疑に代えます。答弁

はいりません。 

小川委員長 ほかに御質疑はありませんか。 
  〔「なし」と言う者あり〕 
小川委員長 ほかに質疑もないようですので、

これをもって議会事務局、人事委員会事務局、

労働委員会事務局、監査委員事務局及び会計管

理局関係予算に対する質疑を終わります。 
 暫時、休憩します。 

 午前１１時０５分休憩 

――――――――――― 

  午後 １時００分再開 

清田委員長 休憩前に引き続き、委員会を開き

ます。 
 これより総務部関係予算の審査に入りますが、

説明は主要な事業及び新規事業に限り、簡潔か

つ明瞭にお願いします。 
 それでは、総務部関係予算について、執行部

の説明を求めます。 
若林総務部長 それでは、第１号議案令和８年

度大分県一般会計当初予算（第１号）のうち、

総務部関係の歳出について御説明申し上げます。

説明については、ＳｉｄｅＢｏｏｋｓ（サイド

ブックス）のページ通知機能を使用しますので、

お手元のタブレット画面右下に青い通知が出ま

したらタッチをお願いいたします。 
 令和８年度総務部予算概要の５ページを御覧

ください。 
 令和８年度総務部当初予算の概要についてで

す。まず、予算のポイントでありますが、未来

創造の項目で（１）デジタル社会の実現と先端

技術への挑戦といたしまして、人口減少社会の

中で限られた人員体制で行政サービスを維持向

上させるため、ＩＣＴツールの活用による業務

改善の取組や県及び市町村のＤＸ人材の育成・

確保に取り組みます。また、（２）変化の激し

い社会を生き抜く力と意欲を育む教育県大分の

創造として、魅力ある学校づくりを推進できる

よう、私立学校の個性豊かで特色のある教育の

充実や生徒が安心して学べる教育環境の整備を

支援するほか、昨年１１月の米国プロモーショ

ンでスタンフォード大学と県の連携を拡大する

方向で合意したことを受け、県内大学等の魅力

向上を図るための取組を推進してまいります。 
 次に、令和８年度総務部予算の一般会計の総

額についてでございます。 
 １１ページを御覧ください。 
 上の表の左から２列目予算額（Ａ）、上から

三つ目の総務部の計にございますとおり、２，

１４４億８，３９５万８千円です。これを令和

７年度当初予算額と比較しますと、右から２列

目、前年度対比（Ａ）－（Ｂ）欄でございます

が、２２６億６，０８３万４千円、率にして１

１．８％の増であります。 
 これは、物価高などにより税収が増収になっ

たことに伴う地方消費税清算金の増等によるも

のであります。 
 次に、主な事業等について御説明いたします。 
 ２５ページをお願いいたします。 
 事業名欄の一番下、オフィス改革推進事業費

６億８，３５０万円ですが、県庁を支える職員

人材の確保・育成を図るとともに、効率的かつ

多様で質の高い働き方を実現するため、県庁舎

の執務環境整備と電話交換機の更新に伴う電話

通信環境の整備を行うものです。 
 次に、３７ページであります。 
 事業名欄の上から二つ目、デジタル行革推進

事業費３，４２１万４千円は、人口減少社会の

中で、限られた人員体制で行政サービスを維持

向上させるため、生成ＡＩなどのＩＣＴツール

を活用した業務改善に取り組む環境を整備する

ためのものです。 
 その二つ下、自治体ＤＸ共創事業費５，６９

１万円は、県民が広くデジタルの恩恵を受けら

れるようにするため、県民により身近な市町村



- 13 - 

のＤＸに関する取組を進めますとともに、県・

市町村共同でデジタル人材の育成・確保に取り

組むものであります。 
 次に、６５ページをお開きください。 
 事業名欄のおおいた元気創出基金積立金５５

億７，１５０万９千円でございます。これは、

国が夏をめどに取りまとめる予定の地域未来戦

略を踏まえた地方の取組を支援するため、新た

に交付税で措置されました地域未来基金費の積

立等を行うものであります。 
 次に、６６ページをお願いいたします。 
 事業名欄の一番上、公債管理特別会計繰出金

の６８７億８，２０５万円は、県債を償還する

ため、通常債分の元金相当額を公債管理特別会

計へ繰り出すものでございます。県土強靱化関

係費の償還本格化などに伴いまして、前年度と

比べて約１１億円の増でございます。 
 その下、減債基金積立金８４億１，５００万

円は、１０年満期一括償還方式で発行しており

ます全国型市場公募債について、その償還の平

準化を図るため、借換債を発行し、通算３０年

での償還としておりますことから、毎年度発行

済額の３．３％相当を満期に備えて積立てを行

うものであります。 
 次に、６７ページを御覧ください。 
 事業名欄の上から二つ目、公債管理特別会計

繰出金７４億３，８６７万４千円は、さきほど

の元金と同様に通常債分の利子を特別会計へ繰

り出すものです。借入金利の上昇などに伴い、

前年度と比べて約１６億円の増となっておりま

す。 
 次に、６９ページをお開きください。 
 事業名欄の上から三つ目、減債基金積立金４

１億９，０４２万８千円は、これまで補正予算

で交付税措置されていた臨時財政対策債償還基

金費が当初予算で充当されたことから、前年度

と比べて約３８億円増となっています。 
 次に、７４ページをお願いします。 
 区分欄の上から二つ目、事業費の上から三つ

目、地方消費税清算金から下から二つ目、環境

性能割交付金までは、それぞれ税収に応じて、

清算のため、他の都道府県へ支出するもの及び

市町村へ交付金として交付するものです。 
 次に、７６ページをお開きください。 
 事業名欄の上から二つ目、県税徴収事務費２

１億６，５０３万２千円です。 
 右端の事業概要欄を御覧ください。主なもの

を御説明します。上から二つ目の二重マル、個

人県民税徴収取扱費１７億６，６８８万５千円

は、個人県民税を賦課徴収した市町村に対しま

して、徴収取扱費を支払うものです。 
 また、その二つ下の二重マル、自動車税徴収

強化対策事業費２，１７０万２千円は、自動車

税の電話納付案内業務やコンビニエンスストア

での収納代行委託料等でございます。 
 なお、令和７年度の自動車税の納期内納付率

は、前年度から１．０３ポイント上昇しまして

８７％となりました。引き続き、キャッシュレ

ス納付の推進などを通じ、納期内納付率のさら

なる向上を図ってまいります。 
 次に、１０５ページをお開きください。 
 事業名欄の県内大学等魅力強化事業費３，３

７４万１千円は、県内大学等の魅力向上を図る

ため、産学官連携組織、おおいた地域連携プラ

ットフォームにおける県内大学等と企業や地域

が協働した取組を支援するほか、スタンフォー

ド大学の国際異文化教育プログラムとの連携に

よる大学生を対象とした遠隔講座の実施など、

県内大学等における国際的な学びを推進するた

めのものです。 
 最後に、１０６ページをお願いします。 
 事業名欄の上から二つ目、私学振興費３８億

８，８７７万５千円です。少子化により生徒数

が減少する中にあっても、私立学校の教育条件

の向上と経営の健全性を確保し、特色ある教育

を支えていくため、生徒等一人当たり単価を増

額しまして、学校法人の経常的経費を補助する

とともに、地域と協働する探究的な学びへの助

成など、個性的な取組を行う学校法人等に対し、

補助金を交付するものであります。 
 総務部関係の歳出予算の説明は以上でござい

ます。御審査のほど、よろしくお願い申し上げ

ます。 
清田委員長 以上で、説明は終わりました。こ
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れより質疑に入りますが、執行部の皆さんに申

し上げます。答弁は挙手し、私から指名を受け

た後、自席で起立の上、マイクを立てて、簡

潔・明瞭に答弁願います。  
 事前の通告者が１１名おります。それでは順

次、指名してまいります。 
堤委員 どうもお疲れ様です。 

 まず、１点目、国の経済失政によって金利が

上昇しておりますけれども、借金返済である公

債費について、今後の見通しはどうか。また、

物価高騰は、公共事業や各部局の事業費に大き

く影響してきます。縮減はなかなか厳しいと思

いますけれども、物価高騰対策と事業費の確保

についてはどうするのか。 

 次に、自治体の情報システム一元化について、

２０２６年３月末までの移行が間に合わない。

これは、５年間延長されましたけれども、大分

県下の自治体の状況はどうか。 

 あと、人事課。女性の賃金格差、役職への任

用及び会計年度任用職員の待遇について、フル

タイム労働時間の男女賃金格差について、女性

の役職登用率、会計年度任用職員の５年縛りが

廃止されましたけれども、現状でそうなってい

る職員数の比率はどうか、その反応は。県とし

ての障がい者雇用状況はどうか。 

 最後に、来年度から私立高校の授業料無償化

が実施されます。受験生や親にとってみれば、

選択肢が広がるけれども、私立と公立との格差

が拡大しないように、両者との総合的な連携等

も必要になると考えますけれども、そういう対

応はどうするのか。 

小野財政課長 私から、まず公債費、今後の見

通しについてお答えさせていただきます。 

 今後の財政収支見通しにおいては、公債費は、

県債の新規発行時の借入利率を、国の中長期の

経済財政に関する試算における成長移行ケース

の名目長期金利を用いて試算しているところで

ございます。この結果、公債費の総額は、金利

上昇等に伴う利子の増として８５億円、また、

県土強靱化債等の償還本格化に伴う元金の増が

１３億円ありまして、令和１２年度には８年度

に比べまして９８億円増の９４９億円になると

見込んでいるところでございます。これまで交

付税措置のない県債の発行抑制に努めてきた結

果、令和７年度における公債費の中の交付税措

置率は約５割となっておりますが、残りは一般

財源で対応することとなります。引き続き、発

行の抑制やできるだけ低利な条件での借入れに

取り組みまして、公債費の抑制に努めてまいり

たいと考えております。 

 それから、物価高騰対策と事業費の確保につ

いてでございます。物価高騰下においては、県

が発注する施設管理委託や工事費等の官公需に

ついても適切に対応していく必要があると考え

ております。これまで、光熱費や人件費の上昇

を踏まえ、指定管理委託料等を増額してきたほ

か、昨年１０月には県が発注する全ての委託業

務に対しまして、賃金スライド制度を導入した

ところであります。 

 令和８年度予算では、こうした加算に加えま

して、商工会の経営指導員の人件費に対する補

助金等についても、労務単価の上昇を踏まえて

増額しておりまして、また、施設管理や草刈り

等の委託料も増額ということで、総額６億９千

万円を加算しております。 

また、財政収支見通しにおいても、令和９年

度以降も労務単価が上昇していくことを想定し

ておりまして、委託料を６億９千万円ずつ累増

する試算をしているところでして、見通しでお

示ししております令和１２年度までの合計では、

６９億円を見通しの中で追加需要として見てい

るところでございます。 

これに加えて、工事についても、労務費が増

加する中でも実質的な工事量を確保するため、

特にニーズの高い県単の緊急河床掘削事業を２

億円、急傾斜地崩壊対策事業を１億円増額する

とともに、施設の長寿命化対策として、県有建

築物保全事業に１０億円、県立学校の施設整備

事業に３億円を加算したところでございます。 

 さらに、国庫補助のある一般公共事業につい

ても、国の予算上、労務単価の特別な上乗せと

いうのはございませんでしたが、本県では、国

の事業費の伸び率がプラス０．３％のところを、

プラス１．３％と増加させまして、金額でいき
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ますと８億８千万円の増額としているところで

ございます。 

 なお、国の予算措置の影響を受けるこれらの

経費については、今後の見通しが不明というこ

とで、収支見通し上では同水準が継続するとい

うふうにしているところです。 

 物価高騰に適切に対応するためには、国によ

る財源確保も不可欠となってまいりますので、

賃金と物価の好循環の実現に向けて、財政需要

を適切に計上するよう、引き続き要望していき

たいと思っております。 

居石デジタル政策課長 システム標準化の移行

状況について御回答いたします。 

 県では、生活保護と児童扶養手当の２業務が

標準化の対象となっておりまして、両業務とも、

来年度以降の移行を予定しているところでござ

います。また、住民基本台帳等をはじめ、２０

業務の移行がある市町村については、玖珠町を

除く１７団体のうち、計２７９システムが来年

度以降の移行の見込みとなっております。いず

れもシステム開発を担う事業者のリソース不足

などの状況を踏まえて、各団体において円滑か

つ安全に移行するためのスケジュールを計画し

ているものでございます。 

 堤委員が御指摘のとおり、移行が来年度以降

になるシステムについては、５年以内の移行を

目指す特定移行支援システムとなりまして、国

において積極的な支援がなされるものと承知し

ております。 

 県としましては、まず、県民サービスに影響

が出ないことを大前提に、県内市町村との情報

共有でしたり、課題の把握、助言等を通じて、

移行に向けた対応を引き続き実施してまいりま

す。 

三浦人事課長 では、私の方から４点お答えい

たします。 

 まず、男女の賃金格差についてでございます

けれども、給与については、地方公務員法に基

づきまして、職務・職責に応じて決定しており

まして、決してそこで男女の格差が生じている

わけではございませんが、正規職員の平均給与

を男女で比較した場合、男性の給与に対する女

性の給与の割合は、令和６年度実績で８７．

５％となってございます。こうした理由ですけ

れども、最も大きな理由は、これは平均年齢に

起因しておりまして、具体的には、男性の平均

年齢が４３．６歳であるのに対しまして、女性

は３７．９歳ということで、この６歳の差が非

常に大きく影響しているといった状況でござい

ます。 

一方で、同じ世代で比べてみたらどうかとい

うことで、比較いたしますと、特に子育て世代

で若干の開きがございまして、具体的には、女

性が男性の９０％程度ということになってござ

います。その要因については、まずは、扶養手

当を受給する職員が男性の方が圧倒的に多いこ

とが大きいですし、それから、女性は男性に比

べて部分休業や育児短時間勤務の実績が多い、

あるいは、時間外勤務については、男性の方が

比較的長く超勤している、そういったところが

大きな要因となってございます。特に近年では、

新規採用職員の女性割合が４割で推移しており

まして、今後、県職員における女性割合もます

ます高くなるということが予測されることから、

仕事と家庭の両立に向けた支援、あるいは、男

女が共に働きやすい職場環境づくりには引き続

き取り組んでいきたいと考えています。 

 それから、２点目の女性の役職登用率につい

てです。県では、女性の登用については、これ

までも中長期的な視点に立ちまして、人材育成、

キャリア形成支援を推進しているところです。

大分県行財政改革推進計画２０２４では、女性

の管理職比率を、令和１０年度までに１５．

５％までにすることを目標としています。こう

した中、令和７年４月１日時点の女性管理職比

率については１２．１％でございまして、昨年

度と比べますと１．１ポイント増であります。 

また、５年前の令和２年と比較しますと、令

和２年が８．９％でしたので、約１．４倍にな

っている状況でございます。管理職への登用に

ついては、男女を問わずに、政策立案能力やマ

ネジメント力の優れた課長補佐級の職員の中か

ら、能力、意欲、実績などを総合的に判断した

上で行ってます。 
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 このため、女性職員においても、政策立案に

参加できる企画、事業部門や、予算、人事管理

部門へ積極的に人事配置するなど、若いうちか

ら幅広い経験を積めるよう、キャリア形成の支

援に努めていきたいというふうに考えてござい

ます。 

 ３点目、会計年度任用職員の待遇についてで

ございます。県では、国の運用の見直しを踏ま

えまして、会計年度任用職員の任期については、

従来の連続５年までという上限を撤廃しまして、

昨年度末に任期が５年満了になった職員から適

用しているところでございます。 

 御質疑のありました再任用の上限撤廃による

現状の職員数の比率についてでございますけれ

ども、令和６年度末で任用５年となった者は１

４７人おりまして、そのうち、令和７年度に引

き続き公募によらず任用された者は６０人とい

うことで、その比率は４１％となってございま

す。 

 なお、所属の方からは、その職務に適性を有

する人材を確保できるというような声、あるい

は、職員本人からは、自身の知識や経験をいか

し、継続して働ける、そういったメリットはあ

るという声が寄せられているところでありまし

て、今後とも優秀な会計年度任用職員の安定的

な確保に努めていきたいと考えています。 

 それから、４点目の障がい者雇用についてで

ございます。障がい者雇用については、障害者

雇用促進法において法定雇用率が定められてお

りまして、現在、都道府県においては２．８％

とされておりますところ、本県においては、今

年度の雇用率は３．０％ということで、法定雇

用率を上回っている状況です。障がい者のさら

なる雇用に向けましては、正規職員では、令和

５年度から大卒程度の採用区分を新設しました

ほか、会計年度任用職員においては、これまで、

職場実習制度として最大３年間雇用を行いまし

て、一般就労に向けた職業能力の向上を支援し

てきたところでございます。 

さらに、昨年度から、職場実習制度を経ずに

会計年度任用職員として直接雇用するという取

組も開始しておりまして、より多くの所属の受

入れを進めているところです。令和８年７月１

日には法定雇用率が３．０％に引き上げられる

ことが予定されておりますので、引き続き雇用

率の達成に向けまして、様々な工夫をしながら、

県における障がい者雇用の取組を推進していき

たいと考えてございます。 

木部学事・私学振興課長 私から、私立と公立

の総合的な連携についてお答えいたします。 

 大分県では、公立学校及び私立学校に関する

教育の諸課題を協議し、相互の連絡調整を図り、

教育の振興に資するため、３年に１回、大分県

公私立学校教育協議会を開催しております。 

また、開催されない年には、私立学校と公立

学校の学校設置者同士が、高校教育における現

状や課題について情報共有や意見交換を行う公

私立学校意見交換会を開催しており、定期的に

連携、協議の場を設けております。今年度の意

見交換会では、令和２１年度までの出生数に基

づき、生徒数が大幅に減少していく状況を共有

した上で、公立と私立の設置学科や特色のある

コースの設置状況、それぞれの魅力を高めるた

めの取組について、意見交換を行ったところで

ございます。 

 いずれにしましても、公立と私立学校がそれ

ぞれの特色をいかし、切磋琢磨して、本県教育

全体の魅力と質を高めていくことが重要であり、

今後とも継続して公私で意見交換や情報共有を

行っていきたいと考えております。 

堤委員 分かりました。 

 情報システムの一元化の問題について、確か

に２０業務について、やっぱり一番心配するの

は、個人情報の保護の観点なんですね。全国が

一つにまとまればいいという状況じゃないと思

うんだけれども、そういう個人情報の保護につ

いて、徹底的な匿名化とか、いろんなことを考

えているみたいですけれども、ただ、そういう

状況が、大分県として、市町村にどのような形

で個人情報の保護を徹底するのかというふうな

話をしているのかなというのは、少し聞いてお

きたいと思っております。 

 それと、俗に横出しの問題ですね。いろいろ

特例的にプラスアルファ、各市町村によって、
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全部が均一にやっているわけじゃありませんか

ら、そういう横出し分については、独自のシス

テムを組まないかん、予算は国が面倒見らんよ

というような方向でしたけれども、それについ

ては、具体的な何か予算措置はされるのかどう

か聞きます。 

 あと、人事課の関係で、令和１０年に女性の

管理職比率を１５．５％の目標にする。１５．

５％だったら、他市町に比べると多分高い方な

んだろうけれども、しかし、全体的にやっぱり

見ると、やっぱり諸外国から見ればまだまだ低

い数字だと思うんですね。ですから、そういう

点、確かに年齢の差はあると思います。仮に結

婚して退職するとか、いろんな問題があると思

うんだけれども、そういうことをしなくてもい

いような職場の体制をつくって、これを１５％、

２０％、３０％ぐらいまで上げていくという方

向性がやっぱり必要だと思うんですね。将来的

にそういうことを考えているのかどうかという

ことと、あと、５年縛りの関係で、１４７人の

うち６０人、つまり４割が継続してやっている。

あと、残りの６割の方々は、個人の理由で辞め

たのか、それとも、職場の問題があって、上司

の方からもういいよと言われたのか、そこら辺

が分かれば、少し中身を聞かせてください。 

居石デジタル政策課長 １点目の質疑について

御回答いたします。まず、個人情報の観点だと

思います。基本的に我々が使うガバメントクラ

ウドというものは、ＩＳＭＡＰという基準に準

拠していて、セキュリティは強固なものである

とされております。その上で、運用のところで

すけれども、基本的に個人情報保護法の規律が

かかるので、特に標準化の移行にあたっては、

我々もどういったシステムでどういった情報を

使っていくか、市町村と小まめに協議をしなが

らやっておりますので、そういった形で、技術

的、法的助言も含めて実施しているところでご

ざいます。 

 もう１点、横出しと御指摘いただいたカスタ

マイズみたいなところかなと思うんですけれど

も、現状、各市町村と意見交換しているところ

では、各市町村の中で、独自の事務があるので、

困っているということは、今のところまだ聞い

ていないところでございます。 

仮に、今回、標準化に至るにあたって、そう

いった独自事務であるとか、そういったものが

阻害されるようなことがあってはならないと考

えておりますので、そういった懸念が出てきた

点については、また国とも相談しながら協議を

してまいりたいと思っております。 

 すみません、最後、予算についてですかね。

今、予算関係でそれがあるかですけれども、現

時点では、移行に係る経費と、あと、運用に係

る経費と、基本的な標準システムに準拠したも

のとなっておりますので、今のところは、まだ

存在していない。そういった点についても懸念

があれば、協議していくということかなと考え

ております。 

三浦人事課長 私の方から、まず、女性の管理

職登用率についてですけれども、１５．５％を

令和１０年までの目標と掲げているんですけれ

ども、当然、これで良しという考えではござい

ませんで、現在、男女比率といいますと、全体

で、女性が県職員全体の２９．７％となってい

まして、やはり男女比率イコール、それぞれの

管理職比率というようなところが、あるべき姿

ではないかなと考えてございます。そういう中

で、班総括における女性の割合については、令

和７年４月で２３．２％ということで、徐々に

伸びてきておりますので、この世代が課長級と

か管理職に上がる頃については、また随分伸び

ていくんではないかなと思っております。いず

れにしましても、方向性としては、そういうふ

うな考えでございます。 

 それから、５年縛りの件でございますけれど

も、６０名の方が会計年度任用職員で引き続き

６年目に入ったということなんですけれども、

そのほかの方について、２４名の方が公募を実

施した上で再度任用されているという状況です。 

さきほどの６０名といいますのは、もう公募

せずに、引き続きお願いしますという方なんで

すけれども、それに加えまして、２４名は、公

募した上で、改めてやはりあなたが良いですと

いうことで採用されていますので、そういう意
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味では、８４名の方が再度任用されているとい

うような状況でございます。 

そのほかの方については、やはり昨年度、年

度途中でこういった改正もあったということも

あったと思うんですけれども、既に次の就職先

を見つけているというような方もございました

ので、次の職場に移っているというような状況

でございます。 

木田委員 予算概要６５ページの事業名おおい

た元気創出基金積立金についてお尋ねいたしま

す。 

 さきほど総務部長の方から、この財源につい

て説明がありまして、新たに交付税として措置

されたものだと、この５５億円はですね。地域

未来基金費とは、どのような事業を目的として

使用できる財源なのでしょうか。さきほどの説

明では、夏に取りまとめられる予定の地域未来

戦略に対応するものだというお話がありました

が、もう少し詳しく御説明いただければという

ふうに思います。国の資料では、地域産業クラ

スターの形成等、そういったものに充てられる

んではないかと思いますが、その辺、詳しく御

説明いただきたいと思います。 

 また、今後のこの基金の活用方法はどのよう

に議論して決定していくのか。そして、これは、

交付金でなく、交付税ということで、一般財源

からの５５億円でありますが、この財源という

のは年度内に執行しなければいけない財源とな

るのか、また、今後も継続して基金費として国

の方で交付税措置されて、県に交付されていく

ものなのか、お尋ねいたします。 

小野財政課長 まず、基金費の使途でございま

すけれども、地域未来基金費は、令和８年度の

地方財政計画において、さきほど部長からお答

えしましたけれども、今年の夏をめどに、国が

取りまとめる地域未来戦略を踏まえ、地域ごと

の産業クラスターを全国各地に形成するととも

に、地場産業の付加価値向上と販路開拓を推進

し、地方から日本を成長軌道に押し上げること

を目的に創設されたものでございます。 

国の資料によりますと、想定される取組とい

たしまして、知事主導で計画されるクラスター

の形成、拡大、若しくは、地場産業の付加価値

向上、販路開拓という内容が例示されておりま

す。 

活用策の決定方法についてですけれども、先

週、中央の方で、地域未来戦略に関する関係副

大臣等会議というのが開催されまして、その資

料では、三つの計画を策定することが示されて

おります。一つは、国が策定する戦略産業クラ

スター計画、二つは、都道府県が策定いたしま

す地域産業クラスター計画、三つ目は、都道府

県、若しくは、市町村での策定が想定されてお

ります地場産業成長プランでありまして、間も

なく国から都道府県宛てに計画の検討依頼がな

されるのではないかなと想定しております。 

 現時点では、これ以上詳しい情報というのが

入ってきておりませんけれども、国から間もな

くそういった検討依頼の連絡を待ちまして、産

業のクラスターということですので、商工観光

労働部を中心として、計画の内容、また、基金

の活用方法も含めて検討していくという流れに

なるんではないかなと考えております。 

 この基金費ですけれども、総務省の資料によ

りますと、単年度の措置と言われておりまして、

積み立てた５５億円の基金については、複数年

度で活用することが想定されております。 

木田委員 御説明ありがとうございます。 

 使途について、いわゆる産業クラスターの形

成として地場産業の成長戦略化というのがある

と思うんですが、それからしますと、内閣府の

方の地域未来交付金もあると思うんですが、こ

の交付金は新年度予算の方でどこに、大分県の

場合、国全体で１，６００億円ですが、どの部

に大分県で受け入れたものが交付金として使う

ようになっているのかですね。今の説明からす

ると、この交付金とは別で５５億円、交付税で

措置されたということですから、さきほどの地

域未来戦略に対して、二つの財源があるという

理解でいいのか、それをまた教えていただきた

いと思います。 

 あわせて、交付金がどこに行っているか、ち

ょっと分からないんですが、今回、この５５億

円はおおいた元気創出基金に入れるということ
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ですので、基金には別の財源というか、決算剰

余金とかでいろいろと積み立てていると思いま

すが、そこに地域未来の交付金とか、交付税さ

れたものが中に入れられると、ちょっとどれだ

けその予算が使われているのかというのが見え

づらいと思うんですね。 

 いずれ、この夏の戦略が明らかになってくる

と思いますが、できれば、地域未来で受け入れ

たものは、やはりしっかり別財源として見える

化、透明化して管理していった方が分かりやす

いんじゃなかろうかと思うんですが、その辺、

今後どう検討されるか、お願いいたします。 

小野財政課長 ２点についてお答えいたします。 

 地域未来交付金についてなんですけれども、

これは、令和７年度に、現行の名称でいうと、

新しい地方経済・生活環境創生交付金というも

のがありましたけれども、その名称を変更して

１，６００億円計上されているものです。こち

らの分については、令和８年度は、新規の事業

計画を５本追加いたしまして、１２０事業の１

９億６千万円を予算計上しておるということで

あります。 

二つの財源でやるのかどうかということなん

ですが、基金の方が、まだ詳細な内容が出てき

ておりませんけれども、若干ちょっと違うのか

なと。クラスターの形成等については、基金の

方でやっていくのかなというふうに思っており

ます。 

 今回、おおいた元気創出基金の方に積立てし

ておりますけれども、類似の基金があれば、そ

れに積立ててもよいという説明が国からあった

ものですから、そういう形にしておりますけれ

ども、管理的には区分経理をしっかりやってい

きたいと思っています。また、これから活用し

ていくときも、これはこちらの分ですというよ

うな説明ができるような工夫は講じていきたい

と思っております。 

守永委員 予算概要２５ページのオフィス改革

推進事業費についてお尋ねしますが、約６億８

千万円の予算を計上していますけれども、どの

ようなスケジュールをお考えなんでしょうか。

先行的に、今年度実施されている部局もあるわ

けですけれども、実際に行った中で、職員の意

見を反映しながら、今後の部局との計画を練る

とすれば、職員間の協議の時間が一定程度必要

だと思うんですけれども、多忙な中で十分な協

議時間が取れているのか教えてください。 

 それと、もう一つ、３６ページの公的個人認

証サービス運営事業費についてですけれども、

２０２５年度とほぼ同額の予算計上となってい

ますが、電子自治体の基盤となる公的個人認証

サービスの運営に要する経費と説明されていま

すけれども、現状の運用について、その状況と

年間の処理件数について、概況を教えてくださ

い。特に、トラブルなどの発生はないのかも、

併せて教えていただきたいと思います。 

安田行政企画課長 まず、オフィス改革推進事

業費について回答させていただきます。 

 令和８年度予算案に計上しております６億８，

３５０万円のうち、２億６，６５６万９千円に

ついては、令和７年度から実施しております先

行フロア分の令和８年度実施分を計上しており

まして、既に本館７階フロアの改修を終えて、

残り、別館３階、新館７階のフロアの整備につ

いて、令和８年７月末までに整備を完了したい

と考えております。 

また、令和８年度は、別館庁舎のうち、さき

ほど申し上げました３階の先行部分、そして、

２階の中部振興局や大分県税事務所等を除くフ

ロアの整備に着手することとしておりまして、

債務負担行為分と合わせて６億１，００８万５

千円を計上しております。令和８年４月以降に

事業者選定に向けた公募や契約に係る議会承認

など手続を進めまして、令和９年５月末頃の完

了を目指したいと考えております。 

本館、新館を含めた全体のスケジュール感と

しましては、令和１０年度末を目安に完了して

いきたいと思っております。事業の推進におけ

る各部局との協議に関しましては、これまでも

各部局の主管課等をメンバーとしたＰＴや説明

会などを開催したほか、職員アンケート等を通

じて情報共有を図るとともに、職員意見を聴取

してまいりました。特に、実際の改修工事等に

入る際には、より具体的な調整が必要になりま
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すので、各部局担当とのミーティングを密にし

まして、所属のニーズにできる限り対応してい

るところでございます。 

 これから工事に入ります別館、新館の先行フ

ロアについても、昨年から既に個別協議に入っ

ておりまして、先行した部局の本館７階、終わ

っているところがございますが、そこの部局の

職員からの意見も踏まえて、さらに担当等との

意見交換を行いながら、計画的に進めてまいり

たいと考えております。引き続き、関係部局と

十分な協議を重ねながら、丁寧に進めていきた

いと思っております。 

居石デジタル政策課長 公的個人認証サービス

に関してお答え申し上げます。 

 こちらのサービスなんですけれども、地方公

共団体情報システム機構、いわゆるＪ－ＬＩＳ

が全国一括で行っている事業になっております。

具体的には、マイナンバーカード利用の際の安

全な本人確認を行うためのシステムで、例えば

電子申請であるとか、オンライン手続の際のな

りすましであったり、改ざんを防止しているも

のでございます。 

 このサービスの運営にあたりまして、Ｊ－Ｌ

ＩＳ法第３３条に基づき、都道府県が負担金を

支払うことになっております。この事業費は、

その負担金の額ということになっております。 

運用状況としましては、本サービス、Ｊ－Ｌ

ＩＳが全国一律で適用しておりますので、処理

件数等は把握できていないのですけれども、シ

ステムの保守点検であるとか、そういったもの

を除いて、原則２４時間３６５日体制で稼働し

ており、個人情報の漏えいであったり、サービ

ス全体が停止するような、そういった重大な障

害というのはこれまで発生していないものと認

識しております。 

守永委員 オフィス改革の事業については、私

自身も結構どうなるんだろうと不安を持つ部分

もあるんですけれども、先行して実施された所

属の職員から、そういった不安が払拭されたの

かどうかとか、実施した後の状況として把握さ

れているんだろうと思うんですが、もし何か、

どういう事例があるか、具体的に分かれば、教

えていただきたいなと思います。 

 そして、結果的に、いろんな形に変えられる

のであれば、ここが悪かったという部分があれ

ば、それを修正しながら進んでいくということ

もあり得るんだと思うんですが、その場合に、

そういった予算の修正ができるのかどうか、そ

ういった万が一の予算も組んでいるのかどうか、

教えていただければと思います。 

 あと、公的個人認証サービス運営事業費につ

いては、全国のマイナンバーカードに関連する

運用というふうなことになるというお話ですけ

れども、では、大分県に関わる分は、何か問題

があったときに状況が分かるのか。国の段階で

しか分からないのであればそうかもしれません

けれども。大分県における何らかのトラブルと

か、そういった事情が分かるのかどうか、その

辺を教えてください。 

安田行政企画課長 オフィス改革を進める、ま

ずは、本館７階で実施させていただきましたけ

れども、その中で、やっぱり実際に席を配置し

たときに、窓側、ベランダ側に配置された方が、

要はパソコンを見る上で、日が当たってきて、

非常に見にくいとか、そういった部分とか、あ

と、個人ロッカーを今回配置しておりますけれ

ども、それがやっぱりプライバシー的に、配置

場所で出し入れするときに、ちょっともう少し

場所を考えてほしいとか、そういった意見など

もかなり出ておりますので、そういったところ

は、今後整備する中で、場所とか、また、そこ

のそれぞれの部局の中で、まず、どうやってい

くのがいいか検討していただいた上で調整して

いきたいというふうに考えております。 

 修正があった場合の予算の部分については、

基本的には、今上げさせていただいている予算

の中で、まずはどういう形ができるのかという

のをしっかり検討しながら、進めていきたいと

考えております。 

居石デジタル政策課長 御質疑いただいた点な

んですけど、私も大分県内、どうなのかなと思

って、Ｊ－ＬＩＳに確認してみたことはあるの

ですけど、技術的にちょっと難しいということ

のようです。あくまでマイナンバーの中の電子
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証明書というものを認証しているだけですので、

個人情報であるとか、ほかの情報と結び付いて

いない、機械的に処理しているといったもので

すので、難しいということでございました。 

猿渡委員 すみません、ちょっとお願いなんで

すけど、立て板に水で説明いただくと、私なん

か、なかなかついていけないところがありまし

て、少しゆっくりめに答弁いただけると有り難

いかと思いますので、よろしくお願いいたしま

す。 

 まず、予算概要１９ページ、特別職の給与費

に関連してなんですけれども、知事の退職金、

４年ごとにかなりの額を支給されていると思う

んですけれども、知事の退職金、４年間の金額

を示していただきたいと思います。 

 ２点目は、県の職員の公益通報に関してなん

ですけれども、その職員が通報した場合に、通

報者の保護を図るということになっていますね。

通報者の保護を図るとともに、県の機関及び職

員による法令遵守の徹底を図ることを目的とす

るという要綱があるわけですが、この公益通報

について、こういう要綱があって、こういう形

でできるよということを職員の皆さんにどのよ

うに周知しているんでしょうか。 

 ３点目、２５ページ、今の質疑の関連でオフ

ィス改革に関してなんですが、今も若干、回答

があったかと思うんですけれども、実施した部

署の効果とか、今後の課題については若干説明

があったかと思うんですけれども、良かった点

などを含めて、御回答ください。 

 そして、四つ目、２６ページ、県有財産総合

経営推進事業費の関係ですが、今後の全体的な

県有財産の新設だとか、どのように活用してい

くか、古くなったものを再活用するとかを含め

て、その辺の全体的な考え方について御答弁く

ださい。 

 ９９ページ、地方選挙執行経費がありますが、

電子投票の導入が少しずつされている地域があ

るようなんですけれども、そのメリット、デメ

リット、今後の課題についてどう考えているの

か御答弁ください。 

三浦人事課長 では、私の方から、２点、お答

えさせていただきます。比較的ゆっくりめに話

していきたいと思います。 

 まず、知事の退職手当でございますけれども、

１任期当たり３，２８７万４，８６４円となっ

てございます。この水準なんですけれども、財

政規模の類似する他の都道府県との均衡等を考

慮して、特別職の常勤職員の退職手当に関する

条例において定められておりまして、算定方法

については他県と同様でございます。 

 これまでの改定状況については、平成１９年

度に、第三者機関であります特別職報酬等審議

会の答申を受けまして、約２０％の引下げを行

っております。それから、平成２５年度及び平

成２９年度には、一般職の状況を考慮しまして、

それぞれ約１５％、約３％の引上げを行ってい

るところでございまして、諸情勢を踏まえなが

ら適正な水準となるように対応してきたところ

です。 

 現在、この水準なんですけれども、知事につ

いては、全国３３位、九州６位ということにな

っておりまして、特別職報酬等審議会において

も、知事の職務、職責を考えれば、引下げは慎

重に行うべきというような意見もございました

ので、適正な水準ではないかと考えているとこ

ろでございます。 

 それから、公益通報制度についてですけれど

も、これについては、職員による法令違反等の

発生と被害の防止を図る目的で、平成３０年度

に現行の要綱を定めるとともに、各所属宛て通

知をして、職員への周知を図ってきたところで

ございます。 

 また、内部窓口や外部窓口の連絡先等が記載

された分かりやすいリーフレットも作成してお

りまして、全職員が閲覧できる庁内のイントラ

ネットにも掲載しておりますし、その中で、き

ちんと通報者については保護されるということ

もしっかりと明記しているところでございます。

さらに、毎年度、新規採用職員研修などの機会

を捉えまして、周知も図っているところでござ

います。 

 今後とも、制度の適正な運用がなされるよう、

周知徹底を図っていきたいと考えております。 
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安田行政企画課長 オフィス改革推進事業につ

いてお答えいたします。 

 本館７階の先行オフィスの改修を終えて、整

備後、２月に、その部局のヒアリングを行って

おります。そういった中では、今回、かなり間

仕切りを撤去しまして、オープンフロア化して

おります。そういった部分や協議スペースの整

備などを行ったことによって、他所属の職員と

のコミュニケーションが非常に図りやすくなっ

たという意見や、そのほか、来庁者の待機スペ

ースを設けております。そういった部分で、急

な来庁者にも改めて会議室を確保したりする手

間も省けて、非常にスムーズに対応できるよう

になったという意見も伺っております。 

ただ、今後の整備を進めるにあたりましては、

やはり来庁者向けの案内表示の充実をしたり、

什器の配置の工夫、窓側にデスクを置いたり、

あと、フリーアドレスに対応した電話環境の改

善など、こういった部分をこれからしっかり対

応していく必要があると考えております。 

 また、執務環境の整備にとどまることなく、

柔軟な働き方の実現、それと、業務の効率化に

よる生産性の向上に取り組むことも非常に重要

でありまして、昨年度策定しましたスマートワ

ークルールの一層の浸透を図るとともに、ＡＩ

をはじめとしたデジタルの活用などを進め、業

務改善をしっかり進めていく必要があると考え

ております。 

最終的には、このオフィス改革を通じまして、

事業の本来の目的である職員人材の確保、育成、

そして、県民サービスの向上につながるよう、

人事課や人事委員会事務局などを始め、各部局

との連携をしっかり図りながら、オフィス改革

を進めていきたいと考えております。 

後藤県有財産経営室長 それでは、今後の県有

財産の新設、活用の考え方についてお答えいた

します。 

 県有財産の新設については、令和８年度予算

において、大分総合庁舎建設に向けた要求水準

書の作成を計上しており、今年度行っておりま

す基本計画の策定に引き続き、公募に向けた準

備を進めているところでございます。 

ただし、この庁舎は、大分土木事務所と中部

振興局を集約移転するもので、公共施設管理の

基本的な方針としましては、新設を最小限とし、

既存施設を計画的に予防保全することにより、

長寿命化を推進するものでありまして、あわせ

て、社会情勢の変化や県民ニーズ、費用対効果

などを検証して、施設の廃止や集約化も進めて

いくこととしております。 

 なお、用途廃止した行政財産の活用について

は、まずは、県庁内において、各部主管課長で

構成される庁内委員会なども使いまして、活用

を検討いたします。次に、市町村からの公用、

公共用の要望を優先しまして、それもない場合

には、事業者や個人などに広く売却や貸付けを

行う方針でございます。 

今井市町村振興課長 私からは、電子投票のメ

リット、デメリット、その課題についてお答え

いたします。 

 猿渡委員からもお話がありましたけれども、

今月１日に宮崎県の新富町というところで九州

初のタブレット端末を使った電子投票が行われ

まして、今後も複数の自治体で行われるという

ふうに聞いております。 

電子投票のメリットといたしましては、一般

的には、開票作業の人員を減らすことができる。

それから、開票時間が短くなる。それから、書

くことがなくなりますので、書き間違いによる

疑問票がなくなるといったことが考えられます。

新富町では、開票作業に従事する職員は、従来

の３分の１程度、それから、開票時間について

は、数時間から２０分程度に短縮されたという

ふうにお聞きしております。 

 一方で、タブレット端末１台当たりのレンタ

ル単価がまだまだ高いということもございます。

それから、各投票所の記載台ごとにタブレット

端末を置かなくてはいけないということで、導

入に多額の費用がかかるということが課題とな

っております。 

また、開票時間の人員は減るんですけれども、

投票所ごとに、新たに操作等を案内する案内係

を置かなくてはいけないということもあります

ので、その人員の確保等も課題かなと考えてお
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ります。それから、過去には、システムの不具

合等によって選挙そのものが無効になったとい

う事例もございますので、システムの信頼性は、

その当時に比べてかなり上がってきたとお聞き

はしておりますけれども、その信頼性について

も見極めていく必要があるのかなというふうに

考えております。 

三浦人事課長 さきほど質疑の中で、知事の退

職手当の引下げのところで、過去の改定状況に

ついて申し上げましたけれども、平成２５年度

及び２９年度について、約１５％と約３％の引

上げと、私、言ってしまったようですけれども、

引下げの間違いでしたので、訂正させていただ

きます。すみませんでした。 

猿渡委員 知事の退職金、適正な水準ではない

かとおっしゃったんですけれども、これは、県

民感覚、市民感覚からしたら、４年ごとに３，

２８７万何がしをもらうというのは、ちょっと

もう考えられない、びっくりの状況なんですよ

ね。ですから、私は、もうこれは引き下げるべ

きだと思っています。そう言われても、職員が

そうしましょうとは言えないでしょうから、今

後是非検討していただきたい。審議会などでも

検討しなければならないかと思いますけれども、

意見を申し上げておきます。 

 二つ目については、やはりこれ、しっかり繰

り返し職員に、公益通報に関して周知していく

ことが必要だと思いますが、どうでしょうか。 

 あと、オフィス改革の関連なんですけれども、

別府の総合庁舎が新しくなりまして、非常に環

境も良くなって、働きやすくなったんじゃない

かと思っているんですけれども、今まだ工事中

でして、建物はもちろんきれいにできているん

だけれども、駐車場などが工事中ですよね。入

口が、本来の入口とは違うところから入るんで

すよね。すると、表示がなかなか分かりづらか

ったり、一方通行の表示とかもしているけれど

も、来庁者にとっては分かりづらいということ

がありまして、今だんだん慣れてきたんですが、

やはりその点、職員に手を取らせないように、

これからまた大分総合庁舎など、新しくなる場

合などにも、表示を配慮していただけると有り

難いと思います。 

 というのと、あと、電子投票なんですけれど

も、これは、今の段階は、投票所に行ってタブ

レットでするんですよね。市民の方から言われ

るのは、スマホで、ぴっぴって、手元で投票所

に行かずにできないのかというような御意見が

あるんですけれども、そういうような将来的な

見通しというのはどうなんでしょうか。 

三浦人事課長 公益通報制度についてもう少し

周知してはいかがかというようなお話でござい

ました。 

 現在、内部統制等もかなり進んでまいりまし

て、職員については、そういった考えといいま

すか、認識もかなりできてきているところでは

ないかなと思ってはおりますけれども、公益通

報についても、常に皆さんが見れるような形で

イントラネットで掲載しておりますし、機会あ

るところについて、皆さん方に周知できるよう

に、そこは工夫を考えてみたいと思います。 

後藤県有財産経営室長 別府総合庁舎の駐車場

の案内のことですけれども、申し訳ありません、

我々としても分かりやすいように案内しようと

思ってはいるんですが、そういうような御意見

をいただいたことを重々承知の上、今後、大分

総合庁舎の建設などにいかしていきたいと思い

ます。 

 なお、駐車場の整備等は今月一杯で終わりま

すので、４月からは普通に使えることになると

思います。 

今井市町村振興課長 インターネット投票につ

いてお答えいたします。 

 インターネット投票については、投票しにく

い方がしやすくなるということをお聞きしてお

りますが、基本、今の選挙制度でいきますと、

投票管理者や立会人の下で選挙を行うというこ

とになっております。導入にあたっては、そう

いったこともありますし、本人確認ですとか、

二重投票の防止等のセキュリティ的な問題もあ

ると考えております。 

 現在、国において、郵便投票が広く認められ

ている在外選挙について、今インターネット投

票の実証実験を行っておりますので、それで国
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の方が、その運用や課題の洗い出しを行ってい

ると聞いておりますので、その状況も我々とし

ては注視していきたいと考えています。 

福崎委員 私から、まず１点目。県有財産総合

経営推進事業費、予算概要２６ページ。未利用

財産の維持管理にかかっている年間の経費をお

尋ねしたいと思います。また、長期の未利用財

産の現状と、その理由並びに長期未利用解消に

向けた取組についてお尋ねいたします。 

 二つ目として、県有建築物照明改修事業費、

予算概要２８ページになります。県有建築物の

ＬＥＤ化の進捗状況並びに本事業における効果

をお尋ねしたいと思います。 

 三つ目が情報セキュリティ対策高度化事業費、

予算概要３８ページです。公明党会派の代表質

問においては、大分県の情報セキュリティは大

丈夫との回答でしたが、次期セキュリティクラ

ウド及び仮想ブラウザ構築事業で、大分県のセ

キュリティはどのように変わるのか、お尋ねし

たいと思います。 

 四つ目ですが、法制事務費、予算概要４６ペ

ージ。不活動宗教法人対策事業人件費等として

３６６万３千円が予算計上されていますが、不

活動宗教法人対策事業とは何なのか、また、ど

のような事業内容なのか、お尋ねしたいと思い

ます。 

 五つ目ですが、職員厚生費、予算概要５５ペ

ージ。近年の酷暑、厳寒により、現場作業者の

体調管理がますます重要となってきていると思

います。熱中症や低体温症を防ぐため、空調服

や電熱ベストなどの被服を貸与すべきと考えま

すが、見解をお尋ねしたいと思います。 

 六つ目ですが、地方選挙臨時啓発事業費、予

算概要９８ページです。投票率向上に向けてど

のような取組を行っていくのか、また、約１，

２００万円の予算の中、投票率向上に割り当て

られている予算はどの程度なのか、お尋ねした

いと思います。 

 七つ目ですが、県内大学等魅力強化事業費、

予算概要１０５ページ。県内大学等の国際推進

事業で、県内の各大学生を対象としたスタンフ

ォード大学国際異文化教育プログラムとの連携

による遠隔講座を実施されるとありますが、こ

のスタンフォード大学国際異文化教育プログラ

ムの内容及びその効果をどのように考えている

のか、お尋ねしたいと思います。 

後藤県有財産経営室長 それでは、私から二つ

お答えいたします。 

 まず、一つ目、未利用財産の維持管理費用等

についてですが、当室では、令和８年度当初予

算において、未利用財産に係る草刈り等の維持

管理費は９６万円を計上しております。 

 なお、全庁では５６件の未利用財産が登録さ

れておりまして、当初予算を合わせますと、そ

の維持管理費は約８００万円計上されておりま

す。 

 なお、その５６件の未利用財産のうち、２６

件を我々は売却困難物件と認識しておりますが、

それらの難航している理由については、例えば

境界確認等の条件整備に時間を要しているもの

や規模の大きな施設、敷地など、様々でござい

ます。こういった現状を打開するために、財産

所管課と情報共有を深めて、連携を強化するこ

とはもちろんですが、数回入札を試みても応札

されないような物件については、ホームページ

に常時情報を掲載することとしました。 

今年度は、これまで売却できなかった物件１

件の契約が成立しまして、また、来年度以降に

向けて複数の問合せをいただくなど、成果を上

げているところでございます。また、あわせま

して、売却だけでなく、立地条件によりまして

は、土地の長期貸付けも行っており、引き続き

未利用財産の有効活用に取り組んでまいりたい

と考えております。 

 それから、もう１点、ＬＥＤの件ですけれど

も、今年度、本事業の対象となる９４０棟を調

査した結果、まだＬＥＤ化できていない施設は

７９２棟ございました。このＬＥＤ化の事業に

ついては、温室効果ガスの排出量を削減する政

策目標の実現はもとより、電気料金が安くなり、

ランニングコストの抑制にも資するものでござ

います。国の計画も参考にしまして、我々とし

ても、令和１２年度を目途として整備を進める

方針でございます。 
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 なお、令和９年末に蛍光灯の生産が終了する

ことによる駆け込み需要もございまして、全国

的に器具の納期の遅延が生じており、本県にお

いても同様の状況でございます。そのため、来

年度は、県内の施設を地区ごとにまとめまして、

設計と施工を一括発注するＤＢ方式も取り入れ

ることで、計画的な調達と早期更新につなげた

いと考えております。 

 なお、県庁舎本館などの大規模施設について

は、詳細な設計が必要となることから、従来の

発注方式が効果的でありまして、この二つの手

法を並行して実施することにより、着実に整備

してまいりたいと考えております。 

居石デジタル政策課長 情報セキュリティ対策

高度化事業費についてお答えいたします。 

 平成２８年度よりセキュリティクラウドと仮

想ブラウザを導入しております。現在は、令和

３年度に更新した第２期のシステムを運用して

おりまして、サイバー攻撃の検知であるとか、

遮断といったことを行っております。 

 来年度の事業ですけれども、再度、これらシ

ステムの更新を行うものでございます。現行機

器以上の安全性を将来にわたって維持、更新す

るための経費となっております。来年度更新す

る理由としましては、セキュリティ機器は大変

技術革新が早く、おおむね５年程度で、性能面

とか検知能力が現在の脅威水準に追い付かなく

なるといった点と、あと、製品のアップデート

などの保守サポートがおおむね５年で終了する

ため、来年度での更新が必要と考えております。 

特に攻撃手法が近年高度化、巧妙化しており

ますので、こういった事業により、最新の脅威

への対応を図ってまいりたいと考えております。 

原尻県政情報課長 不活動宗教法人対策事業に

ついてでございます。 

 まず、不活動宗教法人とは、代表役員の不在

や礼拝施設がなくなるなどによって、１年以上、

宗教活動を停止している法人のことでございま

す。これら、不活動のまま放置すると、第三者

が法人格を不正に取得し、脱税や営利目的の行

為に悪用されるリスクが指摘されているところ

でございまして、法人の関係者と協議、調整の

上、解散命令や任意解散、合併などの整理を進

めているところでございます。 

この活動経費として、文化庁の補助金を活用

し、不活動宗教法人対策事業人件費等として、

会計年度任用職員１名の雇用経費を、また、解

散命令請求に係る裁判所への予納金などは、宗

教法人関係役務費等に計上しています。 

三浦人事課長 私の方から、被服の貸与につい

てお答えいたします。 

 近年の酷暑に加えまして、令和７年６月１日

から、労働安全衛生規則が改正されまして、熱

中症重篤化の防止措置が各事業者に義務付けら

れたこともありますので、特に屋外業務に従事

する職員の健康と安全を守るために、被服貸与

の充実は非常に重要なことだと認識しておりま

す。 

職員の被服貸与に関しては、各部局で予算を

計上しておりまして、土木建築部、農林水産部

などで職種に応じて、夏物、冬物の作業服、あ

るいは、ヘルメット等の用意をしているところ

でございます。 

こうした中で、職員からは空調服の貸与など

を求める声もありますので、その人事課に届い

た声を各部局に伝えるとともに、必要なものに

ついては柔軟にすぐ対応できるように、各所属

の判断で購入できる内規を整備しているところ

でございます。 

一方で、人事課としましては、労働者の安全

と健康の確保、それから、快適な職場環境づく

りのために、安全衛生管理活動事業費というの

を実施しておりまして、所属の要望に応じて、

エアコン、あるいはスポットクーラーの設置、

シャワー室、休憩室の修繕、そういったものを

行っているところでございます。 

今後とも、職員の安全と健康管理に配慮した

取組を推進していきたいと考えております。 

今井市町村振興課長 私からは、投票率向上に

向けた取組と予算額についてお答えします。 

 選挙期間中は、広告塔や立て看板の設置です

とか、街頭での啓発のほか、テレビ、新聞、Ｓ

ＮＳ等で投票参加の呼び掛けを行う予定にして

おります。特にＳＮＳは、少額の予算で効果的



- 26 - 

な啓発となるよう、投票率の低い若年層にター

ゲットを絞って配信を行うなどの工夫も行う予

定にしております。 

あわせて、近年、利用者が増加している期日

前投票所の充実ですとか、投票所までの移動支

援など、引き続き市町村選挙管理委員会と連携

しながら、投票しやすい環境づくりにも取り組

んでまいりたいと考えています。 

 なお、予算ですけれども、今回、統一地方選

は、年度をまたぐ選挙となりますので、２か年

で計上させていただく予定にしておりまして、

２か年で２千万円程度を予定しております。主

なものとしましては、テレビやＳＮＳを活用し

たＣＭに約７６０万円、それから新聞広告に３

６０万円、ポスター及びチラシの制作等に係る

経費に２９０万円を予定しております。 

木部学事・私学振興課長 私から、スタンフォ

ード大学との連携プログラムの内容と期待する

効果についてお答えいたします。 

 まず、内容についてなんですけれども、スタ

ンフォード大学国際異文化教育プログラム（Ｓ

ＰＩＣＥ）は、スタンフォード大学がグローバ

ルな課題に対応できる人材の育成を目的に提供

しているカリキュラムでございます。 

本県では、教育委員会が２０１９年から、Ｓ

ＰＩＣＥと連携して、県内高校生向けの遠隔講

座を実施しております。当課の事業は、これを

ベースに、大学生向けに拡充して実施するもの

でございます。対象者は、県内の大学等に在籍

する学生から３０名を選定しまして、全英語に

よる１０回のオンライン講義を実施する予定で

ございます。 

具体的な講義内容は、今後、ＳＰＩＣＥと協

議する予定でございまして、起業家精神や国際

的なテーマに関する内容など、スタンフォード

大学の特色をいかしたメニューとなるよう検討

していきたいと考えております。 

 次に、期待する効果でございますけれども、

世界トップレベルの大学が提供するカリキュラ

ムを受講できる環境を整備することで、学生の

国際的視野や主体性を育てるほか、受講生を通

じた他の学生への波及効果等を期待しておりま

す。また、県としましても、県内大学を、大分

にいながら国際的に学べる場とすることで、大

学の魅力を高めまして、入学希望者の確保やグ

ローバル人材の育成につなげていきたいと考え

ております。 

福崎委員 すみません、時間がないんですが、

職員厚生のところなんですけど、総務部には、

屋外従事者はいないということでよろしいでし

ょうか。 

三浦人事課長 総務部といいますと、地方機関

も入りますので、当然、振興局等が入ってきま

すから、屋外従事者はおります。 

佐藤委員 時間がないので、もう手短に。２６

ページの県有財産総合経営推進事業費、さきほ

どから全体の話はお聞かせいただいたんで、最

終的なところはいいんですが、この未利用財産

の測量鑑定経費、それから、ＰＦＩの導入経費、

これについて、対象となる未利用財産、そして、

ＰＦＩの事業内容、その辺をお聞かせいただき

たいと思います。 

 それから、２点目で、５４ページ、政策県庁

を担う人材確保・育成推進事業費、人材育成に

資する研修等に要する経費の中で、これは、通

常の職員に対する研修の経費なんでしょうか、

それとも、何か特別に企てるものなんでしょう

か。経費の内容、研修の内容をお聞かせいただ

きたいと思います。 

 それから、５７ページの職員住宅管理費、こ

れは対象というか、全体的なものをお聞きした

ことがあるんですけれども、今回のこの経費は、

どこにどういうものがあるのか、それから、現

在入居率がどのくらいなのか、そして、修繕の

経費が挙がっていますけれども、その対象、そ

れから、具体的な内容等をお聞かせいただきた

いと思います。 

後藤県有財産経営室長 それでは、私から２点、

お答えいたします。 

 まず、未利用財産の件ですが、用途廃止しま

した県有財産は、当室で情報を集約の上、未利

用財産として登録し、庁内での活用を検討いた

します。庁内での活用が見込まれないものにつ

いては、財産所管課と連携して、売却や貸付け
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を進めることとしております。 

そこで、必要となる土地の測量や建物のアス

ベスト調査、不動産鑑定等の条件整備費用は、

財産の所管課でそれぞれ計上するのではなく、

当室において一括して予算計上しております。 

未利用財産が５６件ありますから、５６件分

をここで計上しております。その費用は、具体

的には、測量や登記委託に約２千万円、それか

ら、不動産鑑定に約９００万円など、合計しま

すと３，２０４万３千円となります。 

 なお、ここ数年、職員住宅や県営住宅、警察

署長公舎の廃止などが増えておりまして、令和

８年度は、それらを中心に売却に向けた条件整

備を進めていくことにしております。引き続き

財産所管課と連携を強化しながら有効活用を推

進していきたいと思っています。 

 それから、もう１点が、ＰＦＩ推進経費の件

ですが、この予算は、特定の施設整備における

ＰＦＩ導入を検討するものではございませんで、

県や市町村におけるＰＦＩ案件の形成に向けた

研修会等を実施するものでございます。具体的

には、行政や企業、金融機関等でプラットフォ

ームを構成しまして、そこでスキルの習得や情

報交換を行うことで、各地方公共団体における

案件形成能力の向上を図っているものでござい

ます。 

 なお、その運営は、専門的な知識や類似業務

の実績、運営能力の優れた事業者への委託が効

果的だと考えておりまして、今年度は大銀経済

経営研究所に委託して、計３回、プラットフォ

ームの会議とか研修会を実施して、延べ２１９

名が参加したものでございます。 

三浦人事課長 私の方から、人材育成の事業と

職員住宅についてお答えいたします。 

 まず、人材育成の事業についてなんですけれ

ども、この事業については、行政に求められる

役割が多様化、複雑化する中で、限られた人材

で県民サービスの向上を図るため、職員の自主

的、主体的な能力開発やキャリア形成を支援す

るものでございます。 

具体的には、専門技術研修の実施、あるいは、

資格取得等への支援を計画しているところで、

専門技術研修については、行政の課題の変化に

対応する先進的な知見、技術の習得を目指すた

め、大学や専門機関への派遣研修を行う予定と

しております。 

それから、資格取得については、公務に必要

となるＩＴパスポートとか、簿記等の知識、技

術を身に付ける職員を支援するために、当該受

験費用を新たに補助するものでございます。今

後とも、職員の主体的な学びをしっかりと後押

ししながら、政策県庁実現の担い手となる人材

育成に取り組んでいきたいと思ってございます。 

 それから、職員住宅についてでございます。

これについては、勤務地に近いところに住宅を

提供する福利厚生の観点から、県内各地に２４

棟５２０戸を設置しており、現在の入居率は５

６．３％となっています。 

具体的に申し上げますと、大分市内に９棟設

置しているほか、国東市に２棟、別府市に２棟、

佐伯市に２棟、豊後大野市に１棟、竹田市に２

棟、玖珠町に１棟、日田市に３棟、中津市に１

棟、宇佐市に１棟ということで、合計２４棟を

用意しているところでございます。 

来年度の当初予算については、この職員住宅

の維持修繕費として１，５１０万円、それから、

工事費として２，０４９万６千円を計上してい

るところでございます。 

具体的な維持修繕費については、これまでの

対応状況を踏まえまして、水道管、排水管、あ

るいは電気温水器、風呂釜、こういった住宅設

備の老朽化に伴う修繕を予定しているところで

ございます。それから、工事の方については、

計量法により８年で交換が必要となる水道メー

ターについて、来年度対象となる７棟の交換に

必要な経費を計上しているところです。 

 なお、大規模改修については、大分市、別府

市を除く地域において、必要に応じて検討する

こととしており、来年度は、国東市の単身者住

宅の内部リフォームに向けた設計委託を考えて

いるところでございます。 

 引き続き、優秀な人材の確保や公務能率の向

上に資するよう、必要な職員住宅の維持管理に

ついては、適切に対応していきたいと考えてい
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ます。 

佐藤委員 すみません、じゃあ、１点だけ。県

有財産の測量、鑑定が５６件で、この金額が上

がっているんですけど、これ、私、ちょっと勘

違いしていたんですけど、今まで聞いた説明で、

これまで今ずっと継続で５６件あるって思って

いたんですが、これが新規で出た５６件ですか、

それとも、もう一つはそれまで測量とか鑑定と

かしていなかったということですか。 

後藤県有財産経営室長 すみません、説明が不

十分で申し訳ありません。 

 全部で５６件売れていない未利用財産がござ

いまして、この中には、もう既に測量等が終わ

って、売れる段階だけれども、売れていないも

のもございます。５６件のうちで、まだそうい

うものが済んでいなくて、今後、条件が整って

測量ができたり、鑑定したりとなったものにつ

いて、この３，２０４万円で予算措置して行う

という意味でございます。 

吉村（尚）委員 予算概要の３７ページになり

ます。 

自治体ＤＸ共創事業費ですけれども、事業概

要として、デジタル人材育成研修、それから伴

走支援等の実施、市町村のデジタル人材確保へ

の支援、市町村こども政策ＤＸの推進などが提

案されているわけですけれども、自治体ＤＸ推

進計画の策定だとか、また、外部人材の活用な

ど、そういうものを含めて、県内の各自治体に

おける自治体ＤＸの取組を県としてどのように

今現在捉えているのかということが１点。 

それから、自治体ＤＸ推進支援のために、県

として、具体的にどのような取組を行っている

のかについてお伺いします。 

居石デジタル政策課長 自治体ＤＸ共創事業費

の関連でお答えいたします。 

 現在、多くの市町村で、御指摘いただきまし

た自治体ＤＸ推進計画ですね、１５団体が作成

しておりまして、１２団体が外部専門人材を活

用しながら、例えば行政手続の電子化であると

か、そういったことを全市町村で進めていると

ころ、一定の成果も見込まれているところでは

ございます。しかし、今後、事務の集約等も念

頭に置いたさらなるＤＸの推進が不可欠と考え

ております。しかし、デジタル担当職員数です

ね、各市町村で少ないところであれば２、３名

ということは、人役というと１人とか、そうい

ったところの団体も非常に多いという状況でご

ざいます。 

人口減少に伴って採用難も加速する中で、こ

のＤＸ推進のための人材というものが質、量と

もに不足しているのではないかと考えていると

ころです。 

そのため、本事業で、まず、市町村の外部人

材確保時の県の補助金を拡大するほか、県・市

町村共同で実践的な実務を含めた研修を行い、

市町村職員を含めて、デジタルリテラシーや改

革意識の向上、専門人材の育成を県が実施する

こととしております。 

 また、本事業と並行して、そういったスキル

を有する人材を県が採用し、派遣などを通じて

市町村の事務も担っていく、そういった人材共

有の仕組みも今検討しているところでございま

す。 

県としましては、このような人材育成、確保、

共有に係る取組やほかにもシステムの共同調達

とか、そういった広域連携を通じまして、より

一層踏み込んだ市町村ＤＸの支援を行うことで、

行政サービスの高度化と、あと、持続可能な自

治体運営につなげていきたいと考えております。 

吉村（尚）委員 ありがとうございました。 

 先日、ある自治体の職員と話をする中で、い

ろいろとＤＸを進めていくことは大事なことだ

と思うけれども、なかなか苦手意識も含めて負

担感があるという声もありました。 

だからこそ、できるだけデジタルに触れる機

会を増やしたりだとか、まずは使ってみようと

いうような意識の醸成だとか、そしてまた、サ

ポートの体制が大事なんだろうなと思ったりも

したんですけれども、中核を担っていくＤＸ推

進リーダーの育成も大事だろうし、又は内部に

おける人材の育成ということも大事なんですけ

れども、そういうことだけに頼るんでなくて、

さきほど回答にもありましたけど、外部人材で

すね。専門人材の活用も進めていくべきではな
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いかと思いますけれども、特に厳しいのは、ひ

ょっとしたら小規模自治体ではないかと思うん

ですね。 

さきほど支援等、様々な回答をいただいたん

ですけれども、特に小規模自治体に対してどう

支援をしていくかについて、もう一度お伺いし

たいと思います。 

居石デジタル政策課長 ありがとうございます。 

 特に小規模自治体については、ちょっと繰り

返しになりますけど、人材の共有といったこと

を考えております。今年度も、自治体アクセラ

レーターという者が県の中の職員におりまして、

市町村の支援を行う職員でございます。現地、

村役場であるとか、町役場に向かいまして、実

際に一緒に事務をやっていく。研修もやります

し、実際のデジタル化の作業も一緒にやってみ

る。そういった支援を行っておりますので、こ

ういったことを必要に応じて拡大、また、継続

していきたいと考えております。 

吉村（哲）委員 ２点お伺いいたします。 

 最初に、予算概要２６ページの県有財産総合

経営推進事業費です。大分総合庁舎の建設費に

ついて、説明には、要求水準書等の記載も出て

おります。現在お伝えいただける進捗とか、検

討されている内容、また、スケジュール等、お

伝えいただける内容があれば、是非よろしくお

願いいたします。 

 ２点目に、同じく予算概要の４０ページ、お

おいたＤＸ推進事業費の中のデジタルデバイド

対策について伺いたいと思います。急速にＤＸ

化が進んでいく中で、非常に重要な取組だと思

います。具体的にどのような対策を進められる

のか伺います。 

後藤県有財産経営室長 それでは、私から、大

分総合庁舎の進捗、検討内容について御説明い

たします。 

 まず、今年度は、庁舎の機能や利便性、敷地、

周辺環境の状況等の観点から、課題や条件を整

理し、整備の方向を定める基本計画を策定して

おりまして、今現在、年度末に向けまして、取

りまとめ作業を鋭意行っているところでござい

ます。 

具体的には、災害発生時においては、大分土

木事務所や中部振興局と連携した迅速な初動対

応を可能とし、また、状況によっては、一時的

に災害対策本部の代替機能の役割を果たすこと

も想定した上で、準備を進めています。また、

脱炭素やオフィス改革といった視点も踏まえま

して、庁舎の規模や配置計画、各階の階層構成

などを検討しておるところでございます。 

 令和８年度当初予算では、要求水準書の作成

等に要する経費を計上しておりまして、現在、

策定中であります基本計画を参考にして公募の

準備を進め、令和８年秋頃には実施方針として

公表したいと考えております。 

 また、方向性がまとまり次第、改めて御説明

させていただきたいと思っております。 

居石デジタル政策課長 デジタルデバイド対策

について御回答申し上げます。 

 本事業では、令和５年度より、県、市町村で

育成、確保しました地域デジタル活用支援員を

運用、管理しておりまして、市町村とか社会福

祉協議会が開催しているスマホ教室などに対し

て、延べ１６１名の支援員を派遣して、約１千

名の受講者が参加するなど、地域で支え合う体

制づくりを支援してきたところでございます。 

令和８年度も、市町村や関連事業者と連携し

つつ、支援員派遣によるスマホ教室とか、そう

いったものの開催支援を継続する予定でござい

ます。その上で、昨今のスマートフォンの普及

状況であるとか、マイナンバーカードの取得率

等を踏まえまして、扱うテーマとして、単にス

マホを使うということに加えて、例えばオンラ

イン行政サービスの活用も含めるような、そう

いった実際の利活用を想定した実践的な支援と

なるよう、充実を促していきたいと考えており

ます。 

こういったインターネットの利用が当然とな

る中で、地域の実情に応じたデジタルデバイド

対策、そういったものが重要だと考えておりま

すので、引き続き支援していきたいと考えてお

ります。 

吉村（哲）委員 ありがとうございます。 

 大分総合庁舎について、もし地元とのやり取



- 30 - 

りで、何かあれば、是非教えていただきたいと

思います。 

 もう１点が、デジタルデバイド対策ですが、

これだけいろんなところでＤＸが進んでいきま

すと、地域の方でも使えないことがちょっとし

んどいのかなと思いますので、是非しっかり進

めていただきたいと思います。これは、居石課

長も含めて、できる人に負担がどんどんかかっ

てくるのかなと思っておりますので、是非負担

を背負い過ぎないように、頑張っていただけれ

ばなと思います。 

 それでは、すみません、総合庁舎について、

地元とのやり取りで何かあれば、是非伺わせて

ください。 

後藤県有財産経営室長 大分総合庁舎建設に向

けた地元とのやり取りということですが、まだ

具体的に何か要望とか、そういったものを受け

ているわけではございませんが、今後、地元の

方とお話しする機会もあるかと思いますので、

その際にはしっかりと耳を傾けていきたいと思

っております。 

澤田委員 私からは、予算概要２５ページ、オ

フィス改革推進事業費についてお伺いしたいと

思います。 

さきほどから、委員の方より、この関連の質

疑がございましたので、それを省かせていただ

いた上で、御質疑させていただければと思いま

す。 

 実は、今日午前中、質疑が終わった後に、公

明会派３名で７階を見に行きまして、本当に忙

しい中、大変申し訳なかったんですけれども、

すばらしいオフィス改革ができているという率

直な感想でした。その中でちょっと気になった

点、二つ質疑させていただければと思います。 

 まず、一つが、構造上の問題で、造りがやっ

ぱり縦長でありますので、オフィス自体がどう

しても縦に広いという形で、横に広くないとい

うところがありますので、もし可能であれば、

今後の計画として、例えば通路を、全面改修に

はなるんですけれども、通路も利用して、この

ルーム全体を広くできるような取組ができるの

かどうか、そういった計画があるのかないのか、

ちょっとお聞きしたい。 

あと、今後、フリーアドレスという話もあり

ましたけれども、このフリーアドレスは、全面

的に行っていくという計画であるのかないのか、

この２点をお伺いしたいと思います。 

安田行政企画課長 オフィス改革のうち、まず、

通路の利用については、既に先行オフィスとし

てやりましたけど、その７階については、まず、

一番西側が本来通路、廊下だった部分を取り込

んで、ちょっと共用的に使えるようなスペース

に今回変えさせていただいています。ただ、そ

ういった部分も踏まえて、今後、まずは、先行

オフィスの状況をまた意見を聞きながら、そう

いったところを増やした方がいいのか、今のま

ま、ある程度やっぱり廊下も維持しつつ、その

先に倉庫があったり、いろいろありますので、

それぞれの棟の状況を見て判断したいと思って

おります。 

 それと、フリーアドレスの全面的導入につい

てなんですけど、これはフリーアドレス自体が

やっぱり所属とか、各班、要は業務の内容によ

っては適さないところもあります。例えば集中

管理として、総務関係をしている職員のところ

に関しては、逆に普段、もうその職員だけの中

でやり取りが完結する部分もあったりしますの

で、逆にフリーアドレスにしない方がいいとか、

そういったところがありますので、そこはケー

ス・バイ・ケースで判断しつつ、あと、各部局

とも、そういった部分を十分協議しながら進め

ていきたいと思っておりますが、できる限りフ

リーアドレスに対応できる環境には整えていき

たいと考えております。 

澤田委員 ありがとうございました。 

 できる限りのところで結構ですけれども、や

はり職員の皆さんが、ウェルビーイング、本当

に幸せを感じていただくことが県民へのサービ

スに間違いなくつながると思います。ですから、

今後、当然、採用の方に関しても、こういった

フリーアドレスとか、開放的な執務環境がある

とか、ものすごく大事なことであると思います

ので、引き続き、できる限り、フリーアドレス

を含めて、オフィス改革、全面的に行っていた
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だければと思いますので、要望でございますが、

よろしくお願いいたします。 

高橋委員 予算概要の５４ページ、政策県庁を

担う人材確保・育成推進事業費についてお伺い

します。 

 県庁を担う人材の育成とか、今後の将来の大

分県庁を支える優秀な人材の確保は、大変重要

な取組であろうと思います。この予算概要のこ

こだけではなくて、至るところに、ＤＸも含め

て、人材の育成・確保という言葉があちこちに

出てまいります。さきほど研修の内容お伺いし

ました。そういうのは非常に大事だと思うんで

すけれども、今後、その県庁を支える人材を確

保するためにどうしていくかというところで、

そこに人材確保対策費として約２５０万円とい

う予算が計上されております。この人材確保対

策事業のこの中身とその期待する効果について、

ちょっとお伺いしたいと思います。 

三浦人事課長 人材の確保についてですけれど

も、非常に厳しい状況でございまして、獣医師、

あるいは農業職、そういった技術職において、

年度当初、欠員が生じるなど、本当に非常に厳

しい状況があり、対策が求められているところ

です。 

御質疑のあった人材確保の事業については、

幅広く県外の学生が参加できるような有給イン

ターンシップを行うものでございまして、具体

的には、より深く仕事を体験してもらえるよう

に、現場作業や体外的な協議を担当職員と一緒

に学生が行って、最長３週間受け入れるような、

そういった事業でございます。今後とも、多く

の学生に大分県庁で働きたいと思ってもらえる

よう、仕事の面白さや職場の魅力が十分に伝わ

るような工夫をしていきたいと思っています。 

高橋委員 ありがとうございます。 

 今後、少子化の中で、だんだん人が少なくな

ってくる。もうあらゆる、民間も含めて、企業、

業種、本当に優秀な人の取り合いということに

なると思います。そういう意味では、この県の

仕事、県庁をしっかり支える人材をいかに呼び

集めていくかという取組、それに今後とも知恵

を絞っていただければと思いますので、どうぞ

よろしくお願いいたします。 

麻生委員 ２７ページなどにあります庁舎等管

理委託料について伺います。 

 緊縮財政下の象徴的なこれまでの庁舎等管理

の委託手法ではなかったかなと、このように思

います。政府が積極財政という大きな政策転換

しているわけですけれども、さきほど用度管財

課に対する質疑に対して回答がございましたん

で、詳細はもう申し上げませんけれども、この

庁舎のメンテナンス等々に関しては、もともと

は地場企業が、地場産業の基盤を支える皆さん

が頑張っていただいていたわけですけれども、

これが、だんだん県外業者が入ってきて、さら

には、ＷＴＯ要件という形の中で、徹底的に競

争原理の下にさらされて、掃除していただいて

いる皆さん方の給料が上がったかというと、決

して上がっていない。こういう状況の中で、痛

めつけられてきた分野ではないかなと思ってお

ります。 

こういった中で、委託先業者が県外業者で、

最近、ある物件では、そこで給与の支払いの遅

れがあったり、あるいは、取適法に抵触するよ

うな案件があると伺っております。 

 これは既に、指摘事項は所管課を含めてお伝

えしているとおりでありまして、根本的な問題

を解決していくことが重要ではないかなと思っ

ております。やっぱり適正な官公需の発注、価

格をしっかり金利や人件費の上昇に合った形、

また、公共施設の管理経費等への適切な価格転

嫁への対応というものが求められるわけですけ

れども、こういったことについて、十分なこと

がなされているのか。また、さきほどみたいな

事案が出ている背景に、県外の事業者が官公需

調達参加資格を取得するためだけの申請コンサ

ルティングが横行しており、経営事項審査の格

付点数のアップアドバイスなどの事前対策もさ

れていて、行政側のチェック機能が問われ始め

ているといったことも見受けられるわけであり

ます。 

こうしたことに対して、官公需発注者側とし

て、どのような対策なり、また、国の政策展開

として積極財政という中で、地場産業を支える、
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地域経済を循環型社会で支える中での官公需発

注の在りようについて、どのように見直しをし

ようとしているのか伺います。 

後藤県有財産経営室長 まず、適切な価格転嫁

については、庁舎マニュアルに沿いながら、最

新の労務単価などを用いて予定価格を立ててお

りますので、それでしっかり担保されているか

と思いますし、既に契約したものについては、

令和７年１０月から賃金スライド制度も導入さ

れておりますので、それでしっかり担保されて

いるかとは思っております。 

 それから、法令違反への対応については、い

ろいろ麻生委員から事前にお伺いしたこともご

ざいまして、例えば会計管理局において、従業

員への賃金の支払い遅延などを覚知した場合の

マニュアルを策定したところです。今後も再発

防止に向けて、関係部局と連携して、契約条項

及び関係法令の遵守を働きかけていきたいと思

っております。 

 それから、三つ目の件ですけれども、ＷＴＯ

案件というのは、そもそも国際条約でもありま

して、その見直しを国に要請するのは、ちょっ

と難しいかと考えております。 

 ただ一方で、近年、国の通知では、一般競争

入札における適切な地域要件の設計等により、

中小企業や小規模事業者の受注機会の増大を図

ることとされております。 

 これらの趣旨を踏まえつつ、競争性を保ちな

がら、地元中小企業者の受注機会の増大につな

がるためにどのような方法があるのか、関係部

局において現在検討しているところでございま

す。 

麻生委員 ありがとうございます。 

 官公需の発注というのは、地域経済の循環型

経済を作っていく上で非常に重要ですし、掃除

していただいている方々、一生懸命やっていた

だいているんですが、上の会社が契約している、

会社が替わっているだけで、やっていただいて

いる方々は替わっていないんですよね。じゃあ、

給料が上がったのかといったら、上がっていな

いんですよ。やる仕事は増えているにもかかわ

らず給料は上がっていない。こんなことがこの

２、３０年間、横行してきたわけです。こんな

ことを許しちゃならんわけですよ。 

こういったことを行政が分かっていて、知ら

ないふりしていては、これはいかんと。これは

徹底的に怒るべきであって、システムも改善す

べき案件だと、私はこのように思います。 

 さきほどＷＴＯ要件に関しても、これは、国

がもし地方自治体がこれを無視した場合、ペナ

ルティがあるかと確認したら、ペナルティはな

いはずですよ。徹底的にやったらいいんですよ。

国に対してそこまで見せつけて、地域はこれだ

け困っているんだと、そういった怒りの声を上

げていくことが重要だと私は思います。 

そういった部分において、国に対しても、こ

のＷＴＯ要件の官公需調達に関しては、地方自

治体として見直すべきだということを要請する

考えがないか、若林部長に伺います。 

若林総務部長 麻生委員の問題意識について、

私が十分理解し切れたかどうかというところは

ありますが、庁舎管理等委託契約の労使関係等

の御指摘もありましたけれども、それをもって、

一定の基準額以上のものに対して当てはめてい

る国際条約の改正を要請するべきかというのは、

一義的には、私はまだいろいろな検討をしない

と、それはなかなか理屈が通らないのではない

かなというふうに考えたところでございます。 

 いずれにしましても、引き続き、できること

がないか関係部局で研究するということですの

で、それをしっかりやっていきたいと思います。 

麻生委員 担当者、現場の皆さんは、ものすご

くこの問題、厳粛に受け止めていただいている

と私は認識しています。その上で、ＷＴＯ要件

に入らないように分散するとかいう形での発注

をしていただいているんですけれども、現実的

には効率性とか、そういったことを考えると、

集約すべき案件なんですよね。 

 だから、言っていることとやっていることが

矛盾していることだけは、強く指摘しておきま

す。改善を求めます。 

清田委員長 以上で事前通告者の質疑を終了し

ました。所定の時間を過ぎていますけれども、

ほかに御質疑のある方は、挙手をお願いします。 
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  〔「なし」と言う者あり〕 

清田委員長 ほかに質疑もないようですので、

これをもって総務部関係予算に対する質疑を終

わります。 
 なお、執行部の入れ替わりがございますので、

しばらくそのままお待ちください。 
 

〔総務部退室、企業局入室〕 

 

清田副委員長 これより企業局関係予算の審査

に入りますが、説明は主要な事業及び新規事業

に限り、簡潔かつ明瞭にお願いします。 
 それでは、企業局関係予算について執行部の

説明を求めます。 
渡辺企業局長 企業局の令和８年度予算を御説

明します。 
御審査いただく予算議案は、第１２号議案 

令和８年度大分県電気事業会計予算及び第１３

号議案令和８年度大分県工業用水道事業会計予

算の二つです。 
議案書では、電気事業会計予算が１０７ペー

ジから１５１ページにかけて、工業用水道事業

会計予算が１５２ページから１９５ページにか

けて記載しておりますが、本日は令和８年度企

業局予算概要に沿って御説明します。 
タブレット内の資料の２ページ、令和８年度

大分県電気事業会計予算の概要を御覧ください。

タブレット画面右下に青い通知が出たらタッチ

をお願いします。 
まず、左上の１業務の予定量です。企業局で

は、１２か所の水力発電所と大分市松岡の太陽

光発電所で発電した電力を九州電力等に供給し

ています。来年度の年間販売電力量は、１億６，

０６７万７，１８５キロワットアワーを予定し

ています。 
次に、右上の２主たる建設計画ですが、（１）

芹川第一発電所リニューアル事業については、

１７億６，２８２万３千円、（２）芹川第二発

電所リニューアル事業については、９億６，８

３９万２千円、（３）桑原発電所リニューアル

事業については、２億９,２８６万４千円を見

込んでいます。 

続いて、左側の３収益的収支を御覧ください。 
まず、表の右側の収入ですが、合計額は下か

ら２行目の計（Ｂ）欄のとおり３７億２,６８

６万４千円を予定しています。その主な収入は、

一番上の１営業収益の電力料となっています。 
次に、左側の支出の合計額は、下から２行目

の計（Ａ）欄のとおり３６億１,６４２万９千

円を見込んでいます。その主な支出は、一番上

の１営業費用に加え、下から４行目の４特別損

失であり、芹川第一・第二発電所等のリニュー

アルに伴う設備の撤去工事費用等を計上してい

ます。 
以上により、一番下の収支差額（Ｂ）－（Ａ）

は、１億１，０４３万５千円を見込んでいます。

なお、欄外に記載のとおり、税抜の純利益はマ

イナス２億３，８４３万８千円を見込んでいま

す。 
続いて、右側の４資本的収支を御覧ください。 
表の下から３行目の収支差額（Ｂ）－（Ａ）

はマイナス１６億５９１万７千円となりますが、

その下の補填財源に記載のとおり、過年度分損

益勘定留保資金等によって補填することとして

います。 
次に３ページ、第１３号議案令和８年度大分

県工業用水道事業会計予算の概要を御覧くださ

い。 
 まず、１業務の予定量ですが、給水事業所数

は４９事業所、年間総給水量は２億５６３万３，

７００立方メートル、１日当たりの平均給水量

は５６万３，３８０立方メートルを予定してい

ます。 
次に、右上の２主たる建設計画ですが、（１）

判田浄水場脱水機更新事業については、１０億

９，０８０万６千円、（２）水質計器更新工事

については６，０６２万８千円、（３）小池原

接合井耐震補強工事については３，４９８万円

を見込んでいます。 
続いて、左側の３収益的収支を御覧ください。 
まず、表の右側の収入ですが、合計額は表の

下から２行目の計（Ｂ）欄のとおり、２５億６

千万４千円を予定しています。その主な収入は、

一番上の１営業収益の給水収益となっています。 



- 34 - 

次に、左側の支出の合計額は、表の下から２

行目の計（Ａ）欄のとおり、３０億７，８７９

万３千円を見込んでいます。その主な支出は、

一番上の１営業費用に加え、下から４行目の３ 
特別損失であり、判田浄水場脱水機更新事業に

伴う設備の撤去工事費用等を計上しています。

以上により、その下の収支差額（Ｂ）－（Ａ）

はマイナス５億１,８７８万９千円を見込んで

います。なお、欄外に記載のとおり、税抜の純

利益はマイナス６億５，５２８万３千円を見込

んでいます。 
続いて、右側の表、４資本的収支を御覧くだ

さい。 
表の下から２行目の収支差額（Ｂ）－（Ａ）

はマイナス１億５，３３１万３千円となります

が、その下の補填財源に記載のとおり、過年度

分消費税及び地方消費税資本的収支調整額によ

って補填することとしています。 
続いて、４ページを御覧ください。 
令和８年度大分県電気事業会計予算の重点事

業について御説明します。 
左の赤色の枠で囲んだ写真①を御覧ください。

芹川第一・第二発電所は令和５年度に発電所を

停止し、本格的にリニューアル工事を開始して

います。引き続き、早期完成に向け、着実に工

事を進めます。 
次に、右上の緑の枠で囲んだ写真②を御覧く

ださい。芹川第三発電所では、水車や発電機の

老朽化した部品の取替えや汚れた機器の清掃を

行い、今後の発電を健全に行うためのオーバー

ホール工事を進めます。 
また、その下の青枠の写真③は大分市下判田

の総合管理センターにある発電所の集中監視制

御機器ですが、老朽化に伴い、昨年度から更新

工事を行っています。こちらについても、早期

完成に向け、着実に工事を進めます。 
次に、５ページを御覧ください。 
工業用水道事業の重点事業です。 
まず、左上の黄色の枠で囲んだ写真①を御覧

ください。小池原接合井耐震補強工事では、地

震発生時における損傷を防止するため、耐震性

能の向上を図ります。 

また、その下のピンク色の枠の写真②は判田

浄水場、その右側の水色の枠の写真③は大津留

浄水場のものですが、判田浄水場の脱水機の更

新事業や大津留浄水場と判田浄水場の水質計器

更新工事を進め、工業用水の安定給水を図りま

す。 
次に、６ページを御覧ください。 
これまで説明したもの以外の重点事業なども

記載していますが、大分県企業局経営戦略アク

ションプランに基づいて、計画的に事業を進め

ます。 
説明は以上です。御審査のほどよろしくお願

いします。 

清田副委員長 以上で、説明は終わりました。 
 これより質疑に入りますが、執行部の皆さん

に申し上げます。答弁は挙手し、私から指名を

受けた後、自席で起立の上、マイクを立てて簡

潔明瞭に答弁願います。 
事前の通告者が３名います。それでは、順次

指名します。 
堤委員 どうもお疲れ様です。 
 １点だけ、内部留保のことで毎年聞いており

ますけれども、今後どのような設備改修等に使

用される予定なのかと、また、今後の内部留保

に対する状況、今後どういう方向になりそうな

のかという見通しについてお伺いいたします。 
三好総務課長 内部留保資金についてお答えい

たします。 
 まず、電気事業の内部留保資金残高について

は、今年度末時点で約６９億円を見込んでおり

ます。今後、芹川第一・第二発電所のリニュー

アル事業及び桑原発電所のリニューアル事業等

に活用する予定であり、令和１１年度頃まで減

少する見込みでございます。 
 次に、工業用水道事業の内部留保資金残高に

ついては、今年度末時点で約７８億円を見込ん

でおります。今後、老朽化した埋設管路の補修

や老朽化が顕著となっている浄水場の設備の更

新等に活用する予定でございます。加えて、浄

水場の全面更新には数百億円規模の費用が必要

となるため、その更新に備え、可能な限り内部

留保資金の確保に努めていくこととしておりま
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す。 
堤委員 今後そういうふうな様々な事業に使う

と。これ、工業用水道事業の方の地域貢献がな

くなって久しいんだけれども、今後、また戻っ

て、県の方に繰出しをするというような方向性

っていうの何かを考えておられるかな。 
三好総務課長 お答えいたします。 
工業用水道事業については、当面、今後、老

朽化する設備等の更新にかなりの費用がかかる

予定でございますので、当面は一般会計への繰

出しというのは厳しい状況と考えているところ

でございます。 
福崎委員 ありがとうございます。 
 私からは、電気事業会計予算、予算概要２ペ

ージについて質疑したいと思います。 
 業務の予定量において、年間販売電力量が１

億６，０６７万７，１８５キロワットアワー、

それに伴う電力料の収入として３３億６，８５

５万６千円を見込んでおりますが、令和７年度

の当初予算では年間販売電力量が１億６，１４

６万５９０キロワットアワー、３２億３４５万

円となっておりました。販売電力量の見込みが

令和７年度より減少しているにもかかわらず、

電力料収入が増加を見込んでいるということで

ございますが、その要因をお尋ねしたいと思い

ます。 
 また、全国的に渇水ということが心配されて

おります。ダム貯水量が大幅に少なくなってい

ることが予想されますが、収入が見込めるのか

お尋ねしたいと思います。 
三好総務課長 それでは、電力料収入について

お答えいたします。 
 まず、電力料収入が増加している主な要因で

ございますが、大野川発電所の年間販売電力量

目標の見直しによるものでございます。基本的

に年間販売電力量の見込みについては、過去３

０年平均を利用して見積もっておりますが、リ

ニューアルを行った大野川発電所については、

運用開始から４年が経過いたしましたことから、

年間販売電力量目標を実績に合わせて今回見直

しを行ったものでございます。 
 これによりまして、一部の発電所の長期停止

などで全体の年間販売電力量は減少いたしてお

りますが、ＦＩＴによる売電を行っております

大野川発電所の年間販売電力量が増加したため、

収入の増を見込んでいるということでございま

す。 
 次に、渇水に伴うダム貯水量の低下による収

入への影響については、委員御指摘のとおり、

現在、北川ダムでは渇水の影響を受けまして、

目標電力量を下回っている状況でございます。 
 一方で、長期的に見た場合には、気象台の８

月末までの見通しがほぼ平年並みの降水量とな

っておりますことから、現時点では令和８年度

の収入に大きな影響はないものと考えていると

ころでございます。 
守永委員 ありがとうございます。 
 私の方からは、予算概要の３ページと５ペー

ジに関連してですけれども、判田浄水場脱水機

更新事業と水質計器更新工事についてなんです

が、この判田浄水場脱水機更新事業は汚泥を処

理するための施設だと思いますけれども、判田

浄水場での汚泥の処理量と、この機械の更新基

準について、どのくらいの間隔で考えているの

か教えてください。 
 それと、判田浄水場と大津留浄水場の水質計

器更新工事に関連してなのですけれども、水質

基準の変化について、特に渇水だったり、集中

豪雨があったり、環境がかなり変化しています

んで、特徴的な変化があるのかどうか。また、

工業用水としての水質基準として、浄水場、飲

料水の基準とどの程度差があるものなのか、教

えていただければと思います。 
津末企業局次長兼工務課長 判田浄水場におけ

る汚泥の処理量と機械の更新基準について御説

明申し上げます。 
 まず、判田浄水場での汚泥処理量ですが、令

和６年度は１，８１２トンでございました。ま

た、直近５か年の平均処理量で申し上げますと、

年間でおよそ２，２００トンでございます。 
 次に、機械設備の更新基準についてですが、

法定耐用年数を基本としております。その上で、

日々の点検結果などを踏まえまして、総合的に

更新の判断を行っているものでございます。 
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 なお、御質疑いただきました脱水機の法定耐

用年数は１７年でございますけれども、判田浄

水場の脱水機は平成８年に設置されておりまし

て、今年度末には設置から２９年が経過すると

いうふうになっております。 
 次に、判田浄水場と大津留浄水場における水

質計器更新工事に関連する水質基準の変化、そ

れから、工業用水と飲料水の水質基準の差につ

いて御説明いたします。 
 まず、水質基準の変化でございますが、当県

では工業用水道事業法に基づきまして大野川の

水質測定を定期的に実施しており、その結果を

Ｗｅｂサイトにて公表しております。これまで

の測定結果からいたしますと、特徴的な変化と

いうものは確認されておりません。 
 次に、工業用水と飲料水の水質基準の差につ

いてでございます。工業用水と飲料水の水質基

準は、その用途の違いから、それぞれ求められ

る水質項目や基準値に大きな隔たりがございま

す。具体的に申し上げますと、本県の工業用水

の水質基準は、水温、濁度、それから水素イオ

ンの３項目のみでございますけれども、これに

対しまして飲料水は、人の健康保護の観点から、

５１項目の水質基準が法令で定められており、

工業用水よりもはるかに厳しい基準となってお

ります。 
守永委員 ありがとうございます。 
 結構、汚泥の処理量が多いんだなというのを

聞いたんですけれども、この汚泥、回収した後

にどのような用途があるのかどうか、その辺だ

けちょっと教えていただければと思います。 
 特に、２９年間使い続けているということで、

更新基準をかなり上回っている状況があるんで

すけれども、平成２年の九州北部豪雨とか、平

成３年の台風の災害復旧工事等で、平成４年の

工事のときですか、この脱水機についても追加

工事で対応したと企業局の歴史の本に書かれて

いましたんで、情勢に応じてかなり更新期間が

まちまちなのかなと考えたんですが、その辺は

どんな感じでしょうか。 
津末企業局次長兼工務課長 まず、汚泥ケーキ

の用途でございますけれども、加圧脱水をしま

して非常に硬い泥の塊にするんですが、その後

で、一つは園芸用土に混ぜて処分をするという

ことで、園芸業者に引き取っていただくのが１

点。それからもう一つは、セメントの材料の一

つとして混ぜて燃焼してもらってということで、

セメントメーカーに引き取ってもらっている、

その二つの用途として処理をしております。 
 それからもう一つ、脱水機の更新なんですけ

れども、やはり一応、法定耐用年数というのは、

我々公営企業として減価償却をするのに、法律

でこれについては耐用年数何年ですよと決めら

れているんですけれども、特に機械設備等につ

いては、実際の実耐用年数というのはかなり長

く、きちんと点検をして、あとは必要な補修等

やオーバーホール等をやっていけばかなり寿命

が延びるものと認識をしておりますので、その

あたり、耐用年数で単純に更新するんではなく

て、きちんと使えるものは使えるところまで、

ただ、万が一設備にトラブルが起こってしまい

ますと、非常に重要な設備ではありますので、

そういった予防保全的な観点から、最適な更新

時期を見定めているというものでございます。 
清田副委員長 以上で、事前通告者の質疑を終

了しました。ほかに、御質疑のある方は挙手を

お願いします。 
〔「なし」と言う者あり〕 

清田副委員長 ほかに質疑もないので、これを

もって企業局関係予算に対する質疑を終わりま

す。 
以上で、本日の審査は終了しました。 
次会は、１２日午前１０時から本会議場で開

きます。 
これをもって、本日の委員会を終わります。 


